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1章 問題意識 
 
人々は『ブランド』という言葉を聞くと、「高級なもの」というイメージをする。しかし

それは間違いであって、実はブランドとは企業そのものや商品を示す言葉として使われて

いる。そして、人々はブランドに憧れを持ち、ブランドという言葉に弱いと感じられる。

例えば、同じコーラでもメーカーが分からないものとコカ・コーラの２つから選ぶ場合、

コカ・コーラを選びたいという心理が働くだろう（値段を別と考えて）。コカ・コーラがど

こだか分からないメーカーよりもおいしく感じられ、コカ・コーラというだけでなんとな

く信頼感を持つことができる背景には、ブランド力というものが関わってくると考える。 
 そこで私が今一番注目している企業は「スターバックスコーヒージャパン株式会社」（以

下スターバックスと省略）である。スターバックスはここ数年で大成長を遂げている。あ

のスターバックスの看板のロゴマークは、今や多くの人々に知られている。スターバック

スは、テレビ CMといった電波による広告活動は行っていない。情報を知るためには、ス
ターバックスの公式ホームページやスターバックスに関する書籍くらいしかないように思

われる。それにも関わらず、なぜスターバックスは多くの人に認知され親しまれているの

か。そこにはやはり、スターバックスというブランドが大きく関わっているのだと思われ

る。また、スターバックスというブランドを大きくするために、『クチコミ』が大きく関わ

っているのではないだろうか。スターバックスには「タンブラー」「フラペチーノ」のよう

に、言葉を聞いただけでスターバックスというブランドを思い起こさせる力を持っている。

『クチコミ』になるくらい注目されるようなグッツやドリンクを作って話題性を作ること

も企業としての大事な戦略であるように思える。そこで、今回のテーマの柱として、まず

は企業がどのような『マーケティング』を行っているのかを確認し、マーケティングに大

きく関係する『ブランド』とはどのようなものであり、どのような効果をもっているのか

を明確にするのが目的である。そして、『ブランド』や『マーケティング』と『コミュニケ

ーション』、『クチコミ』はどのように関係し、人々に対しどのような影響を与えているの

かを調べてみたいと考えている。『マーケティング』、『ブランド』、『クチコミ』、『コミュニ

ケーション』という 4つの柱を中心に消費者行動における心理も調べられればと考えてい
る。 
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2章 研究対象紹介 
 
 今回研究対象として、スターバックスコーヒーを選んだ。スターバックスコーヒーを研

究対象にした理由は、1 章の問題意識で述べたように、スターバックスコーヒーというブ
ランドと人々の影響について深く見てみたいと思ったからである。 
 
2-1 スターバックスコーヒー 
 
2-1-1 スターバックスコーヒーの歴史 
  
米国スターバックスコーヒー社は、1971年にアメリカのシアトル市に古くからある、パ
イクプレスマーケットに大学生 3人が共同でコーヒー豆のお店であるスターバックス・コ
ーヒー・ティー・アンドスパイス社をオープンさせた。これが、スターバックスの元とな

る第一号店である。当時は、スーパーマーケットで缶入りのコーヒー豆を買うのが普通で

あったため、焙煎したコーヒー豆の量り売りは新鮮なものだったといえる。また、その頃

はコーヒーといえば、街角のコーヒーショップで 50 セントを払ってお替り自由で飲むも
のであった。苦味を消すためにミルクと砂糖をどっさり入れ、細くて赤いプラスティック

で掻き混ぜ、代金は最低賃金を稼ぐのに必要なだけの対応しかしない無愛想な店員に支払

うというように、行為も味気なく、質も悪かった。3 人の創設者は、企業利益よりも、質
の高いコーヒーを求めることが全てであり、何より、シアトルの人々に質の高いコーヒー

を楽しんでもらうことが目的であった。その後 1972 年末には、第二号店を出し、少しず
つではあるが、店舗数を増やしていった。そして、1982年にコーヒーとスターバックスに
魅了されたハワード・シュルツ（前最高経営責任者（CEO）で現チェアマンである）が加
わり、さらに大きな成長を遂げたのである。その後ハワードは一度スターバックスを退社

し、1985年にイル・ジョルナーレを創立した。そして 1987年にスターバックスに資産を
買収して、社名をスターバックス・コーポレーションに変更した。 
 1987年にはシアトル市内に 11店舗しかなかったスターバックスも、現在ではアメリカ
西海岸ではロサンジェルスからカナダのバンクーバーまで、中西部、南東部、東海岸では、

シカゴ、ニューヨーク、ワシントン、そして北はカナダのトロントまで展開している。 
 1995年秋、北米以外としては初めて、日本の株式会社サザビー（現サザビーリーグ）と
の合弁事業により、スターバックスコーヒージャパンが誕生した。そして、1996 年 8 月
に東京・銀座に一号店ができ、今や約 700店舗のスターバックスが日本にあるとされてい
る。 
 
 
2-1-2 ミッション宣言 
  
スターバックスにはミッション宣言といわれるものがある。これは、スターバックスの

経営理念であり、スターバックスの従業員（パートナーと呼ぶ）に配られる「グリーンエ

プロンブック」にも示されていて、スターバックス全体で共有し、このミッションを大切
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にしている。 
 このミッションには「スターバックスの使命は、会社として成長しながらも主義・信条

において妥協せず、世界最高級のコーヒーを提供することである」という思いが込められ

ている。 
 
 行動指針 
● お互いに尊敬と威厳をもって接し、働きやすい環境をつくる。 
● 事業運営上での不可欠な要素として多様性を積極的に受け入れる。 
● コーヒーの調達や焙煎、新鮮なコーヒーの販売において、常に最高級のレベルを目

指す。 
● 顧客が心から満足するサービスを常に提供する。 
● 地域社会や環境保全に積極的に貢献する。 
● 将来の繁栄には利益性が不可欠であることを認識する。 

  
 ミッション宣言に関して説明すると、1番目に、「お互いに尊敬と威厳をもっと接し、働
きやすい環境をつくる。」という項目がくるのは、スターバックスはピープルビジネスであ

ることを明記していることを表している。つまり、お客に価値を提供する前に、まずは従

業員（以下パートナーと呼ぶことにする）の環境をつくることで、最高のコーヒーを提供

することができ、お客に喜びを与えることができるという考え方となっている。2番目の
「多様性を受け入れる」とは、お客が多様な考えや習慣を持っていることを当たり前のこ

ととして捉え、顧客や従業員の多様性や変化に柔軟に対応しようとする姿勢を表している。

3番目の「コーヒーの品質」については、「優れた商品を提供すればたとえ時間がかかって
も、顧客は必ず選択するようになる。」というハワードの考えからきたものである。そして、

4番目はサービスとは「顧客との絆」であることを表している。 
  

 
図表 1 ミッション宣言のつながり，毛利（2005） 
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2-1-3 スターバックスの哲学 
  
スターバックスの哲学として、「One Cup at A Time，One Customer at A Time」（一人

ひとりのお客様に一杯ずつ心を込めてコーヒーをお出ししよう）という言葉がある。これ

は、日本で言う「一期一会」にあたり、「この瞬間は一生に一度しかない。だから悔いの残

らないように誠心誠意おもてなししなさい。」ということであり、お客一人ひとりに 1 杯
のコーヒーを、決まりきった作業ではなく、心を込めて提供しようという気持ちを伝える

メッセージを表している。この哲学を守り抜くことが大切な価値観としたアイデンティテ

ィを持ち、経営理念であるミッション宣言に根ざしたものなのである。 
 
 
2-1-4 ミッションの概念 
  
スターバックスという会社を樹木に例えると図表 2のようになる。 

 

 
 

図表 2 スターバックスのミッション宣言の概念，毛利（2005） 
 

 
2-1-5 ブランドエッセンス 
  
スターバックスは常にブランドを大切にして、高めることを目指している企業である。

ブランドとは、社名や商標によってその企業やその企業が持つ精神的価値観を連想させる

ものと言われている。その価値観を形成するのは、社会にその企業やサービスを連想させ

る独自のアイデンティティやイデオロギーである。 
 スターバックスは、ブランドを支えるものがコア・イデオロギーとし、「感動体験を提供
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して、人々の日常に潤いを与える」という考え方を大切にしている。それを作り出すため

に、コーヒーと人、空間という 3つの関わりを大切にし、感動や発見、嬉しい驚きを作る
ことや反対意見を聞き入れる姿勢、親しみなど様々なエッセンスがスターバックスという

ブランドを築き上げていると考えられている。そして、店舗はそのブランドを確認する「場」

であり、「広告塔」として考えられている。 
 
 

 
 

図表 3 スターバックスが提供する商品，毛利（2005） 
 

 
2-1-6 サードプレイス 
  
スターバックスは、自分たちのお店を「サードプレイス（Third Place：第三の場所）」
といて位置づけている。つまり、家でも会社・学校でもない存在であり、その２つの場所

の間にある新しい癒しの存在であるということを表している。それは、忙しい一日の疲れ

を癒し、自分だけの時間を過ごせる場所であるという「手に届く贅沢（Affordable Luxury）」
を味わう場所であり、大切な人と語り合えるという「ロマンチックな味わい」を感じる場

所でもある。そして、日常的なストレスから開放されるという「オアシス」でもあり、「友

人や仲間と集う交流の場」でもある。このように顧客は、スターバックスのサードプレイ

スを体験することによって、様々な経験を楽しんでいることになる。 
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2-1-7 スターバックスが日本に受け入れられたコンセプト 
  
日本でこれほどまでスターバックスが成長したのは、日本が平和な国で人々がモノに対

する欲求が満たされ、心の欲求を満たしたいと感じるようになったからではないかと考え

られている。また、スターバックスによって与えられた経験は新鮮であり、また、衝撃的

であったからと考えられる。 

 
 

図表 4 進化するスターバックスでの経験，毛利（2005） 
 

 
2-1-8 スタースキル 
  
スターバックスはコミュニケーションを大切にしている。これは、他社との差別化要因

の一つである。お客とパートナー、あるいはパートナー同士の信頼関係を大切にしていて、

理想的なコミュニケーションを求めてパートナーが身につけるべき技能として「スタース

キル」という 3つのコミュニケーションスキルがある。 
① 自身を保ちさらに高めていく。 
② 相手の話を真剣に聴き理解する努力を怠らない。 
③ 困ったときは助けを求める。 

 
 
2-1-9 スターバックス・エクスペリエンス 
  
スターバックスは、「人という経営資源に徹底してフォーカスした経営」、「人を尊重する

経営」というピープルビジネスを実践する企業であると知られている。つまり、ブランド

を伝えているのはパートナー一人ひとりであり、パートナーがブランドを決める存在であ

るとされている。 
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 「スターバックス・エクスペリエンス」とは、スターバックスでしか味わえない体験を

大切なものとして心に刻み、顧客を感動させリピーター化するという戦略である。 
 
 
2-1-10 CSR 
  
コーズ・リレーティッド・マーケティング（Cause- Related Marketing）とは、企業の

社会的責任や社会貢献を実現するためのマーケティングという（詳細は 3 章）。この社会
的責任をスターバックスでは「CSR」と呼んでいる。 
 コーズを展開する代表例として、発展途上国の産業育成を目的とした「フェアトレード」

があげられる。スターバックスでは、「Commitment to Origins コーヒー生産地への貢献」
というコンセプトに準じて作られた豆を販売している。これは、熱帯雨林の保護に繋がる

環境配慮型の生産方法や家族経営等の経営規模の小さい生産者等によって作られたコーヒ

ー豆を製品化したものである。スターバックスはこれらの地域に対し寄付することだけで

なく、コーヒー生産を担うビジネスのパートナーとして取引することによって、住民の生

活水準を向上と地域の環境保全に直接的に貢献している。一方で、コーヒー生産者を育成

し、ビジネスパートナーとしての信頼関係を築くことは、スターバックスにとっても、一

定の品質基準を満たす良質なコーヒー豆を長期的・安定的に供給できるというビジネス上

の利点にも繋がっている。これにより、スターバックスは社会にも環境にも貢献している

ということを明示することによって、顧客に対し好印象を持たすことができ、ブランドを

拡大していくことができる。 
 
 
2-1-11 サイレンマーク 
 

 
 

 図表 5 サイレンマーク，漆島（2007） 
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 「サイレンマーク」というのはスターバックスのロゴマークである。「サイレン」とは、

グリーンのロゴマークの真ん中に描かれている絵である。「サイレン」は北欧神話に登場す

る人魚であった。船乗りたちはサイレンのその美しい歌声に誘惑され、心を奪われてしま

ったという言い伝えがある。つまり、サイレンのようにコーヒーの香りで魅了したいとい

う思いが込められている。また、スターバックスの社名の由来について説明すると、小説

『白鯨』に登場する一等後航海士の名前がスターバックスであったことから、「スターバッ

クス」という名が付けたれたとされている。 
 
2-1-12 スターバックスと広告宣伝 

 
スターバックスは 2-1-5 でも紹介したように、お店自体が「広告塔」と考えている。1
店舗 1店舗の内装やデザインにこだわりを持ち同じ店は 1つとしてない。しかし、どのお
店に行っても、スターバックスというブランドは変わらない。それがスターバックスの魅

力の 1つである。また、斬新なメニューはクチコミを呼びやすいと考えられている。 
 スターバックスは店舗とブランドのマーケティングに広告活動は関係ないとしている。

その背景には、どんな些細なことにも気を配ることがテレビ CMよりもプラスの宣伝効果
があると、スターバックスは学んだことにある。また、スターバックスが（シアトルで）

設立された当初は、商品の改良と店舗数の拡大に費用をあてていて、広告に使える予算は

取っていなかった。従来の広告宣伝に頼ることができなかったので、創設的にならざるを

得なかった。こうして、店内でのエクスペリエンスがスターバックスの主力になったとさ

れている。 
 
（1）スターバックスとテレビ CM 
 1998年の春、（米国の）スターバックスはフラペチーノを広めようとテレビ CMを使っ
たとされている。しかし、顧客の効果について直接判断できないということからテレビ CM
をやめ、テイスティング（試食）の提供をすることによって、来店する顧客との交流を深

め売り上げを伸ばした。 
  
（2）スターバックスとクチコミ 
スターバックスにとってクチコミによる宣伝はなくてはならないものであるので、店内

でのスターバックス体験以外にも、地道なまた、マーケティング活動を行っている。例え

ば、各店舗の地域で行われるチャリティ活動に協力し、スコーンやドーナツなどを付与し

てチャリティの宣伝を売り上げに貢献している。新商品をビルボードと呼ばれる大型屋外

広告に表示したり、ラジオ CMを流したりといった一般的な広告活動も行うようになった
が、あくまでも特定地域のものであり、スターバックスの広告活動は地域や個人に向けた

ものに限定されている。1995年春、（米国の）スターバックスでは、フラペチーノを発表
した。このフラペチーノの評判はクチコミのみで驚異的な広がりを見せたとされている。

今までフラペチーノのようなドリンクはなく、人に話したくなる価値があったとされてい

る。まさに、フラペチーノの成功は顧客から顧客、店から店と起こった「ドミノ効果」の

おかげである。このようにスターバックスにとってクチコミは大切な宣伝要素である。 



 10

（3）スターバックスと映画 
 1996 年、（米国の）スターバックスは誕生 25 年としてキャラメルマキアートという
新しいドリンクを発表した。大ブレークするきっかけになったのは、98年の秋に公開さ
れた映画『ユー・ガット・メール』でメグ・ライアンがキャラメルマキアートを注文す

るシーンである。プロダクトプレスメント、いわゆる劇中広告と思うが、実は、逆にポ

ロデューサーの方から登場人物のイメージを視聴者に植えつけられるためにスターバッ

クスのブランドを使わせてほしいというエピソードがあった。 
 プロダクトプレスメント料金を払っていないものの、テレビ番組や映画のセットとし

て使われることによって、話題性を呼び、クチコミになって広がっていく。 
 
 
2-1-13 プロモーション活動 
  
スターバックスコーヒージャパンは 2008年 4月 16日に『コーヒージェリーフラペチ

ーノ』を発売開始した。そのプロモーション活動として、東京では 4月 25日から 5月 8
日まで渋谷 109と 4月 22日から 5月 6日まで渋谷街頭、4月 29日から 5月 5日まで東
急田園都市線 B2メイン改札外に屋外ポスターを貼ってアピールした。次の写真は 4月
29日に渋谷で撮影したものである。 

 

 
図表 6 渋谷商店街にて，2008.4.29. 
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図表 7 渋谷商店街にて，2008.4.29. 

 
図表 8 渋谷商店街にて，2008.4.29. 
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図表 9 渋谷 109にて，2008.4.29. 

 
図表 10 渋谷 109にて，2008.4.29. 
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2-2 クチコミ 
  
クチコミは重要なマーケティング要因である。大木・山中（1997）は、IMC(Integrated 

Marketing Communication)、ワントゥーマン・マーケティング、リレーション・マーケ
ティングなどでは、クチコミはマーケティング要因として扱い、マーケティング・アクシ

ョンの中にポジショニングしようとする傾向が強まっていると述べている。 
 また、南（1976）は、クチコミと用語がパーソナル・コミュニケーションという用語の
代わりによく使われるようになったのは、1973年の 11月から翌年 1月にかけての物不足
パニックの頃であると述べている。パニック・うわさ・デマ・流言蜚語という社会心理学

の用語とともに、クチコミという言葉が日常生活の中で使われだし、このクチコミという

言葉はマスコミという言葉に対して使われだしたものであると述べている。 
さらに南（1979）は、日本がクチコミに馴染みやすい条件と体質を持っていることを指
摘した。1 つ目として、物理的条件として１）小さな島国であること、２）しかも人口が
過密集中型であること、３）また、人口統計学的にいえば、給与生活を中心とする「均質

社会」であることを述べている。 
 
 
2-2-1 クチコミの定義 
 
 米国のWord of Mouth Marketing Association（WOMMA）は、クチコミを“The act of 
a consumer creating and/or distributing marketing-relevant information to another 
consumer”と定義している。これを受け、山本（2008）クチコミとは消費者がマーケテ
ィング関連情報を創造や伝達する行為であると述べている。 
 また、消費者行動分野で一般的な定義と認識されている Arndt（1967）は、「クチコミ
とは受け手と話し手の間で行われる、人から人へのコミュニケーションのことで、ブラン

ド、製品、サービスについて非商業的と受け手に認識されるもの」としている。そして、

田路（2002）は、Arndt（1967）の定義に「クチコミは購入者から未購入者へのコミュニ
ケーションのことであり、購入者間でのコミュニケーションは含まれない」という限定条

件を付け加えた。「人から人」とは、対人関係でのコミュニケーションをさす。また、「非

商業的」とは、話し手（発信者）と受け手（受信者）との間に商業的な利害関係ないこと

をさす。これを踏まえ、田路（2002）は、発信者とさらに前段階の発信者との間に商業的
利害関係があっても、受信者には関係ないとしている。さらに、「受け手に認識される」と

は、話し手に商業的意図があっても、受け手が認識していなければ該当することを示して

いる。 
 浜岡（1994）は先ほどの Arndt（1967）の定義に「話し手と受け手とが社会的な関係に
規定されている」という条件を加えたものをクチコミと定義した。 
 大木・山中（1997）はマーケティングからの視点でクチコミを捉えた。クチコミは「流
言・デマ」とは異なるものであり、あくまで消費生活におけるパーソナル・コミュニケー

ションに限定し、「マイナス・クチコミ」の一部には、結果として流言・デマと一部重複売

る部分があると考えた。そして、クチコミとは、「互い利害関係のない個々人または小団体
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のメンバー間で、主として言語により双方向コミュニケーションの結果として、購入意思

決定または態度変容をもたらすこと」と定義した。 
 
 

 
 

※黒線部分がクチコミである。 
 

図表 11 クチコミの範囲，田路（2002） 
 
 

 
図表 12 クチコミの要素，大木・山中（1997） 

 
 
2-2-2 クチコミの発信者 
 
 影響力の強いクチコミ情報に関して Dichter（1966）は、発信者として最も信頼性が高
いのは、有名人や専門家より友人や親しい人、興味を共有できる人としている。また、南

（1976）や浜岡（1993）が、社会的関係が信頼性を高めることを明らかにしている。田路
（2002）は、クチコミ情報が有効に伝達される経路は、世代、立場、関心、ライフスタイ
ル等で共通点があるグループ内やネットワーク内に存在すると述べている。 
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2-2-3 クチコミの動機 
 
 発信者のクチコミの動機について、個人的影響の分野で次の研究者があげられる。

Dichter（1966）や Engel,Blackwell&Miniard（1973）は、購入や使用による楽しみ及び
興奮のはけ口から生ずる「熱中」（Involvement）や注目を集めたり、自己の優位性を主張
する「自己満足」（Self Enhancement）、相手が正しい購買決定をすることを望む「他者へ
の好意」（Concern for others）、広告や商業メッセージについて面白さを発見した「メッ
セージの誘引」（Message Intrigue）等がクチコミの動機になっていると述べている。 
 また、受信者がクチコミを求める動機としては、Bristor（1990）がまとめている。その
他の動機としては、Richinis（1984）は不安の排除、Robertson（1971）はグループ基準
の同一化と理解等の個人要因、Olshavsky and Granbois（1979）は時間短縮等の状況要
因、Rogers（1983,1987）や Gatington and Robertson（1985,1991）、田嶋（2002）は製
品の新しさ、Arndt（1967）、Rogers（1983）は価格・心理的なリスク等の製品要因をあ
げている。 
 
 
2-2-4 クチコミ伝播のモデル 
 
 Robertson（1971）は、クチコミ伝播モデルを発信者と受信者のどちらかが主導で起こ
るかで分類していて、発信者主導型を情報提供型、受信者主導型を情報検索型とも表現し、

後者の方が影響力の強いクチコミになるとしている。田路（2002）はこの Robertson（1971）
の伝播モデルに観察型を加えている。観察型とは、他人同士が話している内容を隣で聞い

ている場合をさす。つまり、受信者が購入者同士の情報交換や購入者から未購入者へのク

チコミ行動に居合わせたことにより起こるクチコミであると田路（2002）は述べている。 
 さらに田路（2002）はクチコミ伝播を時間軸で 2段階に分けて定義している。その定義
の中で、初めて商品を知る「商品認知段階」を第 1段階とし、代用品との比較や購入者の
使用体験等の詳しい商品内容を得られる「商品詳細段階」を第 2段階としている。 
 
（1）商品認知段階 
 田路（2002）は商品認知段階で伝播する情報は、商品の名前、製造者名、価格、目立っ
た特徴等のおおよその紹介レベルとしている。そして、情報源（情報を最初に発信した主

体または媒体）は、マス・メディアやモニター（マーケターから試用のチャンスを得た消

費者）、オピニオン・リーダーからのメッセージ、発信者自身が購入者である場合はその体

験であるとしている。 
 
 
（2）商品詳細段階 
 さらに田路（2002）は商品詳細段階の情報は、受信者の態度変容に大きな影響を与える
ような情報であるとしている。 
 「情報提供型」は、購入者が積極的に未購入者へ情報を与えるもので、購入者が商品価
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値を確信している場合や未購入者の商品への興味を確認した場合に多いとしている。 
 「情報検索型」は、商品に興味を持った未購入者が態度決定のために、判断基準となる

情報を収集しようという意欲を持つ場合に生ずるとされる。 
 「観察型」は、購入者同士のコミュニケーションを傍聴、観察することで自然と情報を

得るが、未購入者に商品への興味が内在していなければ観察は起こらないとしている。 
 

 
図表 13 クチコミ伝播の 2段階モデル，田路（2002） 

 
 
2-2-5 うわさとクチコミ 
 
 田路（2002）は論文の中でクチコミとうわさ（rumor）との相違について、他の研究者
の説明を紹介している。南（1976）はアメリカの Allport（1947）の理論を受け、うわさ
の基本的条件は、「話のテーマが話し手及び受け手に何らかの重要性があるが、そのテーマ

があいまいさに隠されていること」であり、「うわさはパブリック（共通した対象への関心

を一時的に共有した人々）の中で広がっている先取りした状態を反映しているが、不安定

なものである。」としている。また、佐藤（1997）の説明も紹介している。佐藤（1997）
は、クチコミがうわさに変化することを「特定のターゲットの中だけで話題になり情報と

して流通しているもの（クチコミ）が、ある日突然マス・メディアに取り上げられ、ター

ゲット以外の不特定多数の人を巻き込んだとき、クチコミ情報は単なるうわさになってし

まい、コミュニケーション・システムとしての機能を失ってしまう。」としている。 
 そして、これらのことから田路（2002）はうわさに対して、クチコミとは「パブリック
の中ではなく、特定層で比較的変化が少なく伝播していくものであり、信憑性の保証と情

報の源泉の明示があるもの」としている。 
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2-2-6 クチコミとプロモーション 
 
 マーケティング・コミュニケーションと対極にあるプロモーション（マス・メディアを

使った広告という狭義の意味）との比較は図 14 である。（クチコミの情報源になるのは、
パーソナリティやオピニオン・リーダー、一般消費者と仮定されている） 

 

 
図表 14 クチコミとプロモーションの比較表，田路（2002） 

 
 
2-2-7 マス広告とクチコミ 
 

 
図表 15 マス広告とクチコミの特性比較，大木・山中（1997） 

 
マス広告とクチコミを比較すると図表 15 のようになる。マス広告というものは、コン
トローラブルで効率的に企業の意図を伝達することができる。クチコミはこの点でマス広
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告には及ばないが、特性はマス広告と対照的であり、質的に高い効果をもたらす。大木・

山中（1997）は、マス広告とクチコミの特性比較を対極にするのではなく、両者は互いに
補完し合うものであり、二者択一するものではないと考えている。 
 
 
2-2-8 マス広告とパブリシティとクチコミ 
 
 マス広告と PRおよびクチコミの関係を摸式化すると図表 12のようになる。 
 

 
図表 16 マスとパブリシティとクチコミ，大木・山中（1997） 

 
 
2-2-9 クチコミとマーケティング 
 
（1）日本でのアプローチ 
大木・山中（1997）によると、日本におけるクチコミ研究は大きく分けて 3つの領域が
ある。1 つ目は心理学・社会学的なアプローチで、2 つ目が「ヒット商品分析」的ないわ
ばジャーナリスティックな扱いである。そして 3つ目は、マーケティング戦略的な立場か
らのアプローチがあるが、これをさらに細分すると、マーケティグ理論としての切り込み

と、マーケティング・アクションとしての切り込みがあると述べている。 
 
（2）海外でのアプローチ 
 アメリカではWord of Mouth Communicationという形でクチコミ研究の歴史は長く、
日本よりも様々な側面からクチコミのアプローチがなされている。 
 Barry L.Bayus（1985）は「クチコミもマーケティング・システムの重要な変数である」
としていて、クチコミをマーケティング・モデルの中に組み込むべきだと主張している。 
 また、Michael Haywood（1989）は「サービスを購入する場合、消費者のリスク意識は
製品を購入する場合よりも強い。なぜなら、サービスを評価するのは難しく、それを実際

に経験した人の情報（クチコミ）が強い影響を与えるからである」と述べている。さらに、

プラスのクチコミ研究だけでなく、Van Warner（1994）のようにマイナスのクチコミ研
究もみられる。 
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（3）クチコミのマーケティング 
 大木・山中（1997）はクチコミをマーケティング活動に積極的に取り入れることの意義
は、「クチコミは消費者の本音で語る情報であり、これが消費者に関して態度変容や意思決

定に大きな影響を与える」点にあるとしている。これには大きな意味が 2つある。1つ目
は、マス広告同様に企業情報伝達ツールとしての側面で、顧客に与える影響ではマス広告

よりインパクトが強いというメリットがあるということである。2 つ目は情報価値として
のクチコミという側面であり、クチコミは本音で語られるものであるから、消費者の意識・

商品への評価・市場の複雑な動きを知るうえで、クチコミ情報はある意味でグループイン

タビューなどに匹敵する情報を提供してくれるものであると考えられている。 
 
（4）クチコミとマスコミとの相乗効果 
マーケティングの戦略において、メッセージやコンテンツを効果的に伝達・浸透させる

方法に関して、宇賀神（2007）によると、①最初に話題性の高いマス広告を大量に投下し、
商品や広告自体を話題にさせ、さらなる情報の波及を狙うやり方と、②最初は情報波及力

のある限定されたオピニオン・リーダーに情報を提供し、それが自然に波及していくこと

を狙うやり方があると述べている。そして、より有効なやり方として、③②の方法をベー

スにクチコミを発生、浸透させた上で、マスコミの効果により、互いの効果を増幅させる

という方法をあげている。このやり方は、まずオピニオン・リーダーになり得る情報が高

いターゲットに何らかの情報・体験を提供して、自然なクチコミの波及を期待し、それが

少しずつ広がってきた時点で、マス・メディアの力を借りることによって、クチコミ情報

の広がる範囲や効果を拡大させるというものであるとしている。そして、宇賀神（2007）
は、まずは、クチコミを浸透させ、その後にマス広告を投入することという順番が重要で

あると述べている。 
宇賀神（2007）はこうしたケースに関して、化粧品クチコミサイト「アットコスメ」の
実証調査の結果をあげている。その結果が次の通りである。 
 

 
図表 17 テレビ CM 投下による、アットコスメの当該商品キャンペーンの訪問者数の変

化，宇賀神（2007） 
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図表 18 アットコスメ上でのクチコミ閲覧によるブランドに対する態度、行動の変化，宇    

賀神（2007） 
 

 
図表 19 クチコミとテレビ CMの接触者別ブランド評価，宇賀神（2007） 
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2-2-10 クチコミの構造 
 

 
図表 20 クチコミが発生する状況，大木・山中（1997） 

 
 大木・山中（1997）はクチコミの構造を一般化するのは非常に困難であると述べている。
その原因として、クチコミの発生・展開形態が極めて多様でしかも表面化しにくいという

点のほかに、商品カテゴリーによってクチコミの形態や影響力が異なることをあげている。 
 クチコミが機能するためには、クチコミが発生される状況が形成されていなければなら

ない。まず、情報受信者（クチコミによって影響を受ける人）が特定の情報環境にあり、

その人にとって関心度の高い話題でなければならない。そして、情報発信者は共通特性と

して利害関係のない人であることが必要である。さらに、情報発信者はヘビー・ユーザー

や情報量が多い人とう特性が必要であるが、マーケティングの現場では、クチコミの発信

者が必ずしもオピニオン・リーダーのように一定の特性を備えている人ではなく、ワンポ

イント情報を所持している程度の普通の消費者である場合も往々みられるとされている。 
 
 
（1）クチコミのプロセス 

 クチコミのプロセスとして、まず情報発信者の情報を受け手が受信し、この時点でクチ
コミの効果がでることもあれば、受信者からの質問・反論・確認といった形での刺激が発

信者に流れて相互作用が生じる場合もあるとされる。こうした過程を経て次第に合意形成

がなされ、受信側に「信念」が形成されると大木・山中（1997）は述べている。そしてさ
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らに、このプロセスには二種類の補強があるとし、ひとつは相互作用の結果として信念が

強まっていくことで、もうひとつは受信者が複数の発信者から同一情報を異なった手段で

入手すると信念が強まるというダブル・バインドという補強である。それを表したのが図

表 20である。 

 
図表 21 クチコミのプロセス，大木・山中（1997） 

 
 
（2）クチコミの効果 
  

 
図表 22 クチコミの効果，大木・山中（1997） 

 
大木・山中（1997）は、クチコミの効果は当面購入行動とメーカーやブランドに対する

態度変化の二種類あると考えている。そして、クチコミがコミュニケーション媒体である

以上のひとつである以上、認知→態度→行動といった各段階での影響を考えるべきである

と述べている。さらにクチコミは日本人にフィットした媒体であると考えており、日本人

の特性として、友人・知人・家族などの身内からの情報を強く信頼する傾向があることを
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指摘している。 
浜岡（1994）によると、Reingen and Kernan（1986）は、クチコミによる情報の流れ
は社会ネットワーク構造に規定されており、結び付きの強い者からの情報の方が意思決定

に強い影響力を与えることを示している。また、クチコミの相手は日常的に付き合いがあ

るものであり、例えば、自分と肌の性質が似ている人など、周囲の他の消費者の属性・選

好を認識していることがわかると述べられている。 
 
 
2-2-11 クチコミの重要性 
 
 浜岡（1994）は、企業にとってクチコミの重要性として次の 4つの意味で重要であると
述べている。1 つ目は経営目標に関してである。その理由として、顧客のロイヤリティを
高めるためには顧客が必要とする商品・サービスを提供し、満足を与えることが必要とな

るためであり、競争志向から顧客を志向への経営目標の転換が必要になってくることがあ

げられる。2 つ目は消費者の意思決定に関してである。クチコミによって伝えられた情報
は、消費者の意思決定に大きな影響を与えるためである。利用者は満足すれば正の情報伝

達をする一方、不満があれば負の情報をクチコミによって伝達することもある。利用者に

対して満足を与えれば、顧客を確保できるというだけではなく、満足した顧客から他の消

費者への正のクチコミの伝達による新たな顧客取得の可能性を増大し、不満足やクレーム

の対応など、負のクチコミのマネジメントの重要性を示すものである。3 つ目は提供する
商品・サービスとの関連においてである。サービスは利用者でなければその特性を把握す

ることが困難であり、クチコミによって伝達される「利用者の評判」が有形の商品と比べ

て相対的に重要になる。そして、4つ目は経営の効率に関してである。 
 
 
 
2-3 広告の効果 
 
広告は単に消費者に対するマーケティング・コミュニケーションの一手段としてのみな

らず、流通チャネル対策や業界対策、企業内対策などといった他の企業活動と不快関連を

持っていて、それぞれに対する機能を果たしている。 
 
 
2-3-1消費者行動モデルと広告 
 
（1）ベデル（C.Bedel）のモデル式 
 ベデルは、広告効果というものを購買次元で捉える場合、次のようなモデル式を考える

としている。 
 
 



 24

 A.E.=P3A〔(I.I.×P.P.×C.Q.)A〕×T.F. ×F.T.×S.D. 
  A.E.=Advertising Effect（広告効果） 

  P=Product（商品） 
  3A=3 Appeal（商品の 3つの魅力・・・本質的魅力、商品価値、会社名・商品名） 
  I.I.=Interest Impact（興味をひく力） 
  P.P.=Persuasive Power（説得力） 
  C.Q.=Communication Quality（媒体特性） 
  A＝Audience（受け手の数） 
  T.F.=Time Factor（タイミング） 

F.T.=Follow Through（販売促進策） 
  S.D.=Stimulus or Depressant（促進または抑制要因） 
 
つまり、少なくとも購買行動の次元で捉える広告効果は、興味をひく力や説得力、媒体

特性、受け手の数といった広告そのものの要因だけで決まるのではなく、広告以前の要素

である商品の本質的魅力や商品価値、会社名や商品名などの要因によっても影響を受ける

し、広告のタイミングや販売促進策、偶然的な抑制・促進要因によっても影響を受けるも

のである。 
 
 
（2）ハワード（J.A.Howard）とシェス（J.N.Sheth）の消費者行動モデル 
 ハワードとシェスによってつくられたモデルは、ハル（C.Hull）、スペンサー（K.Spencer）
によって開拓された「刺激－反応の学習理論」に根ざしている。このモデルは、時間の推

移にまたがる購買行動のダイナミックスを反復購買として把握し、それらの諸要素を学習

という基本的枠組みの中で捉えているところに特徴がある。 

 
図表 23 ハワードとシェスによる刺激－反応モデル，吉田・村井・井関（1969） 
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 ある製品を買うという動機が喚起されると、購買者はブランド選択に直面し、次のよう

な購買プロセスによって影響され、決定されていく。 
（１） 動機 
（２） 行為の代替案 
（３） 動機と代替案をとりもつ意思決定 

  
このような購買プロセスがさらに繰り返されていくうちに、関連的情報を集積し、購買

決定プロセスのルーティン化を進め、ますます単純化していく。ハワードとシェスはこれ

らのことを主として内数的変数との直接的関係として捉え、さらにそれらの意思決定プロ

セスが購買の重要性、パーソナリティ、社会階層、文化、組織、時間緊張、財政的状況な

どのほか、生活変数に大きく影響されるものとしてモデル化した。 
 
 
2-3-2 広告による商品の差別化 
 

W.Alderson（1957）は企業における広告活動は製品差別化の手段であり、企業競争の手
段のひとつである。あくまでも相手の出方次第でことらの戦略を対応させていくというの

が競争である。 
 
 大石（1979）はW.Alderson（1957）の理論に関して、もちろん競争の手段は広告だけ
ではなく、商品それ自体で競争する場合もあるし、流通に対する働きかけや販売促進活動

によって競争する場合もあると述べたうえで、現代の社会においては広告の差別化競争が

企業競争の主要な手段に変わりつつあるといっている。 
 また、商品自身が持っている品質的・機能的諸特性に、他のブランドとの間に消費者が

認知できるほどの差別化が存在する場合には、それほど広告に依存することなくマーケッ

ト・シェアを拡大することができるとしている。しかしブランド間に認知できるほどの差

別化がない場合には広告による差別化が主な競争手段となって、広告のウエイトが高まる

としている。 
 
 
2-3-3 広告と文化の関わり 
  
広告は文化と極めて密接な関係を持っていて、それは相対的なものであり、相互依存関

係にある。つまり、文化というものを、ある社会に一般的に見られる環境適応のための行

動様式ないし生活様式であるとみるならば、広告は文化を基盤としたものでなければなら

ない。 
 一方、広告は新しい文化の導入、文化の改変にひとつの役割を果たしている。文化は一

定不変のものではなく、外部から新しいものが伝播したり、内部的ななんらかの力によっ

て変容するものである。広告はこうした文化の変容を促進する機能を持つ。つまり、広告

は一般に新しい生活様式を提示する。そして、製品そのものの特性や機能を訴えるだけで
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なく、その製品にとり入れた場合の快適で便利な生活というものを提示することが多いと

されている。 
 
 
2-3-4 送り手側（広告主企業）の諸条件 
 

 
図表 24 媒体選択の諸条件，大石（1979） 

 
 
 広告活動は企業のマーケティング活動にすぎず、マーケティング・ミックスの中で捉え

なければならない。広告はマーケティング目標を達成させるための一つの手段にすぎず、

マーケティング目標もまた企業目標を達成するひとつの手段にすぎない。媒体計画は広告

目標を達成する手段のひとつの手段にすぎないので、脈略のなかで媒体計画を考えないと、

広告活動がマーケティング目標と全く無関係に展開されることになり、企業目標になんら

寄与しない恐れもある。つまり、媒体選択が単に媒体を選ぶという作業だけでなく、マー

ケティング目標を達成するための手段であると考える。広告商品の種類や特性、価格、ネ

ーミングといった商品それ自体がもっている諸条件が媒体選択を考える際の重要な条件で

ある。 
 
（1）プロモーション・ミックス 
広告は広義におけるセールス・プロモーションのひとつの手段である。商品の販売を促

進する手段はなにも広告だけとは限らない。販売員によるプロモーション活動や、PR、パ
ブリシティによるプロモーション活動、狭義における販売促進活動（sales promotion）や
広告活動などによって製品の販売力が促進されるのであって、広告はこうしたプロモーシ

ョン・ミックスのひとつにすぎない。 
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2-3-5 広告効果 
  
（1）全米広告主協会（A.N.A.）の定義 
   認知、理解、確信、行為の四次元に分類している。この分類は、AIDMA
（Attention,Interest,Desire,Memory,Actionの頭文字をとったもの）にほぼ対応している。 
 
 
2-3-6 情報の流れ 
 
（1）ペンタゴン・モデル 
 水口（1972）は企業から情報が流れるルートを 7つのコミュニケーション・ユニットと
して捉え、格ユニットの現状分析からコミュニケーション課題を明確にすべきであると強

調している。 
  
～企業から消費者に流れるルート～ 
① メーカー→卸売→小売店→消費者 
② メーカー→オピニオン・リーダーもしくはキー・マン→消費者 
③ メーカー→消費者 
 
これらの流れが考えられ、この 5つの主体とコミュニケーション・ユニットを組み合わ

せると、ちょうど星型になるとから「ペンタゴン・モデル」と名付けられた。 
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3章 先行研究 
 
3-1 マーケティング 
 
3-1-1 マーケティング誕生の背景 
  
小川（2005）によると、マーケティングの発想は、誕生の初期段階から徐々に変化する

ことになり、企業の全活動の合理的な指針となり、顧客のニーズと欲求（needs and wants）
を充足するために活動であると理解されるようになった。その後、マーケティング指向

（marketing orientation）といえば、顧客指向と理解されるようになったことで、マーケ
ティング指向の企業こそ、顧客指向の企業と考えられるようになった。 
 マーケティング指向の基本的な理念が経営に取り入れられるまでに、3 つの変還がみら
れた。 
 

① 生産指向（production orientation） 
    マーケティング手法を工業製品の生産へ 
② 販売指向（sales orientation） 

マーケティング手法を売上拡大のためのプロモーション活動へ活用 
③ マーケティング指向段階（marketing orientation） 

    顧客ニーズを充足する活動 
 

 
   
3-1-2 マーケティングの定義 
  
西尾（2007）によると、マーケティングについて AMA（米国マーケティング協会）は

1965年の定義では、生産者のビジネス活動と位置づけられていたが、1985年の定義では、
マーケティングの中核は「交換」へと変化している。マーケティングの主体は「個人や組

織」であり、ここでの「組織」には、営利組織だけではなく、財団や教育、宗教などの非

営利組織なども含まれている。そのため、マーケティングの対称は製品だけではなく、ア

イデンティティやサービスなども該当される。それに対して 1990 年以降、世界各地で地
球環境問題が深刻化すると共に、企業や組織においても「持続性（sustainable）」「」「関
係性（relationship）」の構築が求められるようになる。1990 年に提唱された日本マーケ
ティング協会でも、市場の変化を適切に捉えるために、国内外の社会、文化、自然環境と

いったグローバルな視点に立脚すること、その上で、組織の内外に向けて総合・調整され

たリサーチ・製品・価格・プロモーション・流通、顧客・環境関係などに関わる諸活動を

円滑に行うことがマーケティングの役割だとしている。2004年に発表された AMAの定義
では、顧客との 1回ごとの交換よりも、長期的・安定的で良好な関係性の構築に主点が置
かれている。 
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図表 25 マーケティングの定義の変還，西尾（2007） 
 

（1）Kotlerの定義 
小川（2005）によれば、マネジリアル・マーケティングの研究者として知られるMcCarthy

（1960）はマーケティングの定義を「マーケティングとは、製品と価値を生み出して他者
と交換することによって、個人や団体が必要なものや欲しいものを手に入れるために利用

する社会上、経営上のプロセスである」としている。 
 また Kotler（1999）は、マーケティング・マネジメントについて「企業目標の達成のた
めに、標的購買者との間に有益な交換を生み出し築き上げ、維持してプログラムを分析、

計画、実行、及び管理すること」と述べている。 
 
 
3-1-3 市場 
  
西尾（2007）によると、市場とは本来、売り手と買い手が製品の交換を目的として集う

物理的な場所である。狭義には、売り手の集合を産業、買い手の集合を市場と呼ぶことも

ある。その場合、すでに顕在化している買い手だけでなく、将来顕在化が期待できる潜在

的買い手もその集合に含まれる。また、近年インターネット普及により、インターネット

上の仮想的なデジタル空間も市場と呼ばれる。 
 市場を構成している買い手、顧客や消費者のニーズや欲求、需要は同質ではなく、本来

異質なことが多いとされている。売り手が標的とする市場を特定化するためには、市場の

何らかの基準で同質な顧客グループ（これをセグメントと呼ぶ）に分け、それぞれの特徴

を理解する必要である。このように、市場を何らかの基準で同質なグループに分けること

を市場細分化（market segmentation）と呼ぶ。 
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3-1-4 交換 
  
西尾（2007）によると、マーケティングに基本的な考え方は、売り手と買い手の双方に

とって欲しいと思っているもの、価値があるものを交換することによって手に入れるプロ

セスである。Kotler & Keller（2005）によると、成立するには次のような条件が必要にな
ってくると述べている。 
① 少なくとも 2つのグループが存在する。 
② 各グループは、他方にとって価値があると思われているものを持っている。 
③ 各グループは、コミュニケーションと受け渡しができる状態である。 
④ 各グループは、その交換の申し出を受容したり拒否したりする自由を持っている。 
⑤ 各グループは、他方と取引することを適切で望ましいと確信している。 
 これらによって、西尾（2007）は、売り手は買い手が求める価値やニーズを特定化し、
それに則した製品・サービスを開発し、欲しいと思う買い手に的確に届けることが求めら

れるとすると述べている。また、買い手も、ニーズを充足する製品・サービスを的確に評

価し選択することが求められている。 
 
 
3-1-5 マーケティング・ミックス 
  
西尾（2007）は、マーケティング・ミックスとは、売り手である組織が標的とする市場

において目標を達成するために活用する、統制的なマーケティング変数の集まりであると

述べている。McCarthy（1960）は、マーケティング・ミックスの 4つの要素を提唱した。
これを「マーケティング・ミックスの 4P」と呼ぶ。 
  
１）製品（Product） 

品質、デザイン、性能、ブランド名、パッケージ、サイズ、付帯サービスなど 
                                                                                 

２）価格（Price） 
標準価格、ディスカウント、下取り価格、支払期限、信用取引条件など 
 

３）流通（Place） 
   チャネル、流通カバレッジ、販売地域、販売拠点、在庫、配送・物流など 
 
４）プロモーション（Promotion） 
    広告、人的販売、セールス・プロモーション、パブリシティなど 
 
 
「製品」とは、市場において、買い手がそれを手に入れるために対価を支払おうとする

対象であり、有財系の場合は製品、無形財の場合はサービスをさす。しかし、4Pでは、双
方を含めて「製品」とする。また、McCarthy（1960）は製品を「効用の束（benefit bundle）」
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として捉えた。そして、Kotler（1999）は、製品を 3つのレベルに分けて考えることを提
唱しており、製品の最も基本的なレベルである製品の中核に「ベネフィット」を置き、そ

の外側に製品の実体、さらに製品の付与機能がそれを取り囲んでいるという説明を行って

いる。 
 

 
 

参考；Kotler.P.& G.Armstrong（1999）pp.270. 
図表 26 製品の３つのレベル，西尾（2007） 

 
 
小川（2005）によると、企業はこれらの 4Pを効果的に組み合わせ提供していくことに

より、顧客満足を達成すると述べている。また、西尾（2007）も 4Pが互いに連関し、う
まく組み合わせることによって、標的顧客に価値が的確に伝わり、選択されるようにする

ことが大切であると述べている。 
  
 
3-1-6 4Pと 4C 

 

 
図表 27 マーケティング・ミックスの 4Pと 4C，西尾（2007） 
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 Lauterborn（1990）によると、4Pという概念は売り手（企業）側からの見方であり、
顧客ニーズを充実させるためには、買い手（顧客）の視点に立って、マーケティング・ミ

ックスの要素を検討し、組み合わせる必要性が指摘される。このマーケティングの基本で

ある顧客の視点から 4P のもたらすベネフィット（便益）という観点で表現し表すと 4C
と呼ぶことができる。図表 27は 4Cと 4Pの関係性を示したものである。 
 小川（2005）によると、Lauterborn（1990）は標的市場の顧客を 4C の視点で理解
すれば 4P の設定がはるかに容易になると考えている。これまで、マーケティングを通じ
て、充足しようとする市場や顧客ニーズを理解することから始まる点が強調されてきた。

この点で、Lauterborn（1990）の 4Cに従うと、対象となる顧客や市場に対し、どんなベ
ネフィットをもたらす製品を開発し、これをどんな価格で販売し、さらにどんな販売チャ

ネルを活用しつつ、いかにプロモーションを行うのかという一連の意思決定が明確に描か

れることになるとされている。 
 

 
3-1-7 マーケティング・コンセプトの変化 

 
西尾（2007）は、環境や市場の中で、マーケティングの対象領域や概念、パラダイム（主
流な考え方）は大きく 2つの方向で変化・進展していると述べている。１つは、マーケテ
ィングの目標が顧客満足から、顧客との長距離・安定的な関係性の構築へと変化している

こと、もう 1つは、マーケティグ志向が消費者・顧客志向から社会・環境志向へと変化し
ているとしている。 
 
（1）関係性パラダイムに基づいたマーケティング 
 関係性パラダイムに基づいたマーケティングでは、「交換」を基軸にしながらも、売り手

にとって買い手はマーケティングを行う対象というよりも、むしろ、共に価値を発見し創

り上げていくパートナーとして捉えられている。また、マーケティングも長期的・安定的

な取引に主眼が置かれ、顧客との良好な関係作りとなる。 
 このような関係作りにより、「マス」としての市場よりも「個」客に着目したワン・トゥ・

マーケティングや顧客シェア、顧客生涯価値といった新しい概念もできた。また、インタ

ーネットが普及している現在、インターネットやモバイルなどにより「個」客と双方向に

対話することができ、企業は顧客一人ひとりの個別のニーズに対して製品を提供するとい

う「カスタマイゼーション」も行えるようになった。 
 
（2）ソーシャルマーケティング 
 西尾（2007）によると、社会との関わりを考慮したマーケティングをソーシャルマーケ
ティングとしている。ソーシャルマーケティングには 2つの大きな流れがあるという。嶋
口（1984）・上野（1990）によると、双方向共に 60年代後半から 70年代前半に米国で生
まれた。 
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１）非営利組織のマーケティング 
   企業で培われたマーケティングの手法や発想を、病院や自治体なだの非営利組織に

適用し、資源の活用効率を高めようとする考え方である。 
 
2）社会志向のマーケティング 
  企業も社会を構成する一員であるから、企業利益だけでなく、社会的責任や社会貢

献を視野に入れてマーケティング活動すべきだという考え方である。 
 
（3）環境マーケティング 
 環境マーケティングとは、環境保全と消費者満足と組織利益との共存を実現する製品を

開発・販売し、それを正しく使用・消費させ、排出された資源を回収し、再製品化して還

元するプロセスに関わるマーケティングである。 
 

 
 

図表 28 環境マーケティングの展開，西尾チズル（2007） 
 
（4）コーズ・リレーティッド・マーケティング 
 コーズ・リレーティッド・マーケティング（Cause- Related Marketing）とは、企業の
社会的責任や社会貢献を実現するためのマーケティングであり、1980年代に米国で誕生し
た方法である。Varadarajan & Menon（1988）によると、顧客が組織及び個人の目標を
満たすような収益提供型の交換に関わる際に、その収益の一部がある社会的課題の解決に

役立てられることを、企業から顧客にあらかじめ明示されたマーケティング活動である。

つまり、顧客にその製品を購入すると、その売上の一部が社会活動や社会貢献に原資とな

ることを明示した上で、マーケティング展開がされるという顧客参加型の社会貢献マーケ

ティングということになる。 
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 西尾（2007）によると、企業の社会貢献活動を企業のマーケティング活動として行うこ
とにより、企業イメージやブランド・イメージの拡大、顧客のブランド・ロイヤルティの

強化といった効果が期待できると述べている。 
 
 
3-1-8 消費者行動 
 
（1）マーケティングと消費者行動 
 マーケティングの基本概念は、企業は消費者のニーズを満たすために存在するというこ

とである。消費者のニーズについて、心理学者の Masloe（1987）は人間の欲求の五段階
説を唱えた。1 つ目の生理的欲求が満たされてから、安全の欲求が生じて、それが満たさ
れてから、所属と愛の欲求が生じるというものである。 
 木村（2007）によると、企業は消費者を把握することで市場を定義し、市場における脅
威とチャンスを明らかにし、文化ごとの違いを明らかにして、消費者が求めている製品や

サービスを提供することができる。また、消費者行動の基本前提として「消費者はモノを

買うのではなく、モノの意味を買う」というものがある。 
 

 
参考：Solomon（2004）pp.122. 

図表 29  Masloeの欲求五段階，木村（2007） 
 
（2）消費者 
 消費者行動を理解するには 2つの局面がある。1つ目は個別消費者の行動や意識を理解
することであり、和田・恩蔵・三浦（2000）によると、2つ目は消費者のイントラクショ
ン（相互作用）を理解することであると述べている。 
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 Solomon（2004）を主な手掛かりとし、木村（2007）は消費者の側面を 5つの角度から
みた。その 5つの側面は①知覚、②学習、③関与、④知識、⑤態度形成であるとしている。 
 
 1）知覚 
   知覚とは、光、音、香り、味、触感といった刺激に対する私たちの感覚上の反応で

ある。知覚プロセスは、刺激が人の感覚受容器に届くという「接触」から起こる。そ

してその後、特定の刺激に専念するという「注意」という状態になる。この「注意」

の程度は異なっていて、刺激要因と個人要因が含まれている。最後に知覚した刺激に

意味を与えるという「解釈」が起こる。人はスキーマにしたがって刺激に意味を与え

る。スキーマとは、日常的行動に関連する一連の知識の束をさす。 
 

 
参考：Solomon（2004）pp.49. 

図表 30 知覚プロセス，木村（2007） 
  
 

2）学習 
  学習は、経験によって生じる行動の変化であり、学習プロセスには、行動主義と認

知主義がある。 
  行動主義は刺激―反応につながりに焦点を当てている。 

刺 激 →→→ 消費者 →→→ 反 応 
認知主義は、他者を観察することで抽象的なルールやコンセプトを学習する消費者

に焦点を当てている。 
 
 3）関与 
   関与とは、消費者の内在するニーズ、価値、興味をベースにした、対象物について

の意味である。ここでいう対象物は、製品（ブランド）、広告、あるいは購買状況をさ

す。 
 
  

4）態度形成 
   態度とは、自分を含む人、製品、サービス、広告、あるいは事象に対する評価のこ

とであり、この態度には 3つの次元があるとされている。1つ目は、対象に対して人
はどのように感じるのかというその感じ方である感情（affect）、2つ目は、対象を使
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って何をしようかという人の意図である行動（behavior）、3つ目は、対象に対して人
の抱く信念である認知（cognitive）があげられ、頭文字をとって ABCモデルといわ
れる。 

 
（2）消費者の購買意思決定のプロセス 
 小川（2005）によると、消費者の購買意思決定は、帰属する社会性要因、個体心理要因、
情報、状況などと相互に影響を受けながら、問題の認識、情報検索、代替案の評価、購買、

購買が評価の五段階から構成される。 
 

 
図表 31 消費者の購買意思決定のプロセス，小川（2005） 

 
 

3-1-9 消費者行動と文化 
 
（1）文化の定義 
 竹村（2000）によると、文化は様々な要素、例えば価値観、言語、神話、習慣、礼儀、
シンボルなどの要素によって構成されている。 
 木村（2007）は、文化と消費の関わり合いを捉えるために、文化を規定する消費
（consumption culture）の局面と、文化に規定される消費（consumption in culture）の
局面といった 2つの局面をあげている。 
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（2）サブカルチャー 
サブカルチャーには、「収入」「社会階層」「民族」「人種」「宗教」「年齢」などといった

いくつかの種類によって形成されていく。木村（2007）によると、サブカルチャーと消費
者行動は相互に作用し合うことから、両者は密接に関わっているといえる。 
消費者行動はサブカルチャーを定義していて、持ち物や服装や行動によって、その人が

そのサブカルチャーに所属していることがわかるとされている。さらに、そのサブカルチ

ャーがどういった価値観やライフスタイルを持っているかを知ることもできる。 
 
（3）異文化をまたぐマーケティング 
 木村（2007）によると、おおくの企業は、１つの文化（自文化）でのマーケティング活
動を行っているのではなく、複数の文化（自文化と異文化）においてマーケティング活動

をしていて、この複数の文化におけるマーケティングをグローバル・マーケティングと呼

んでいる。グローバル・マーケティングを行うためには 2つの視点があり、1つ目は標準
化戦略であり、2つ目は現地化戦略があげられる。 
 
 
3-1-10 消費者行動における自己表現と自己概念 
 
 柴田（2004）よると、消費者は、製品やブランドの使用・所有を通じて自己を表現する
ことがあり、自己を表現できるような製品・ブランドを好んで選択し、使用、所有する。 
 そして、製品・ブランドを通じて自分自身についての情報を伝達する場合、必ずしも「本

当の自分」を見せるとは限らず、「私はこうなりたい。こう見られたい。」というように「理

想の自分」を見せることも少なくないといわれる。自己とは多次元的構成概念であり、理

想の自分（理想自己）もまた、自己の一面であるため、自己概念は消費者行動における自

己表現という行動に影響を及ばす大きな要因となっている。 
 
 
 
3-2 ブランド 

 
栗木（2002）によるとブランドとは、ブランドそれ自体は、製品やサービスに付与され
た名前やマークでしかないが、この名前やマークが、マーケティング活動や企業経営の持

続的な競争優位の源泉となる。また、優れたブランドの効果として、ロイヤリティ効果、

価格プレミアム効果があり、そこから派生して、流通業者の協力と支援の獲得、ライセン

ス供与やブランドの機会の獲得といった効果も生じるとされている。 
ロイヤリティ効果とは、当該のブランドを付与した商品を消費者が継続して反復的に購

買する効果であり、価格プレミアム効果とは、ブランドに付与していない同等機能の商品

と比較して高い価格を消費者が支払う効果をいう。 
このブランドの有無により、製品やサービスのマーケティング活動の成果が大きくなる。

しかし、ブランドが高い知名度と焦点の定まった高感度の高いイメージを獲得すれば、必
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ずしもロイヤリティや価格プレミアムがついてくるとは限られない。 
さらに、ブランドは「インビジブル・アセット（見えざる資産）」だと言われるが、ブラ

ンドそのものは、目に見える名前でありマークである。実際目にすることが難しいのは、

ブランドそのものでなく、その効果とそれを生み出すメカニズムである。 
また、Keller（1998）はブランドを管理、育成することによって、事業の収益性や成長

性を高めることができると述べている。 
 
 

3-2-1 ブランドの定義 
 
栗木（2002）は、ブランドの定義として「製品やサービスの売り手が、自らの商品を他

の売り手のものと区別するために付与する、名前、言葉、デザイン、その他の特徴」であ

ると述べている。つまり、ブランドそれ自体はいかに美しく印象的であろうとも、商品に

付与された名前やマークでしかないと考えている。 
青木（2001）によると、元来、「ブランド」（brand）という言葉は、古代スカンジナビ

ア語の「brandr」（「焼き付ける」の意）に由来し、また、英語においても「burned」（同
じく「焼き付ける」の意）から派生した名詞である。これは、Stobart（1994）によると
自分の所有物や作品を他の人のそれと区罰するために用いられた「焼き印」という意味が

語源だと言われている。 
Benett （ 1998）によると、米国マーケティング協会（American Marketing 

Association:AMA）は、ブランドを「ある売り手あるいは売り手の集団の製品およびサー
ビスを識別し、競争他社の製品およびサービスと差別化することを意図した名称、言葉、

サイン、シンボル、あるいはその組合せ」と定義した。 
 
 
3-2-2 ブランドの語源 
 
 Keller(2000)は、ブランド（brand）という言葉は、家畜の所有者が自分の家畜を他者の
それと識別するために付けた印に起源があり、「焼き印を付ける」を意味する drandrとい
う古ノルド語から派生していると述べている。 
 
 
3-2-3 ブランドと製品の違い 
 
 竹内（2007）は、製品とは、注目、取得、使用、消費を求めて市場へ提供され得るもの
で、ニーズあるいは欲求を充足することを考えられるものをさすと述べている。また、製

品は有形財やサービス財、店舗、人、組織、アイディアなどが含まれている。一方、ブラ

ンドも製品であるが、同一のニーズを充足するようにデザインされた他の製品と何らかの

方法で差別化するための次元を伴った製品である。 
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3-2-4 ブランド要素 
 
 竹内（2007）によると、Keller（2000）はブランド要素の選択基準として、①記憶可能
性（再認、再生しやすいこと）、②意味性（視覚的に、かつ言語に、説得力、楽しみと興味

性、信頼性があり、示唆的であること）、③移転可能性（製品カテゴリー内、地理的境界や

文化的で利用可能なこと）、④適合可能性（柔軟性をもち、更新が可能なこと）、⑤防御可

能性（法的に、あるいは競争上巧みに防衛できること）の 5つをあげている。そして、竹
内（2007）はブランド要素の中で最も重要なのがブランド名であるとしている。しかし、
ブランド名だけがブランドの要素ではなく、スローガン（ブランドの約束や目標を強く印

象づけるために、効果的に要約された文章）やキャッチフレーズ（主に広告で使用されて

いるブランドの約束を要約した短い文章）はブランド名と一緒に使われることが多い。こ

のスローガンやキャッチフレーズは、ブランド認知やブランド連想の形式に相乗効果を発

揮する。その他にも、ロゴタイプ（企業名やブランド名の文字を個性的かつ好印象をもた

れるようなデザインしたもの）、シンバル、キャラクター、パッケージ、色などの視覚的要

素もあるとされる。ブランド要素は、単なる言葉、デザインとして開発するだけでなく、

顧客とブランドとの大切な接点として、また企業からのコミュニケーション手段として有

効活用することが重要であると述べている。 
 
 
3-2-5 ブランド機能 
 
 栗木（2002）によるとブランドとは、製品やサービスに付与された名前やマークのこと
である。しかし、たかがマークや名前と見くびってしまうと、その重要な機能を見逃すこ

とになる。ブランドには、保証機能・差別化機能・想起機能という 3つの機能がある。 
 
（1）保証機能 
栗木（2002）によると保証機能としてのブランドは信頼の印となる。池尾（1997）は商
品へのブランド付与は、その責任の所在を明確にするということになると述べている。つ

まり、自らの商品の品質や属性に対する自信と責任の表明である。 
しかし、一方でこの付与は企業にとって大きなリスクを負うことを意味する。そのブラ

ンドを付与した商品のごく一部でも何かしらのトラブルが生じた場合、同じブランドとし

て供給される他の商品からも消費者が遠ざかってしまうことになる。つまり、企業はブラ

ンド付与というリスクを背負うたまにも、自らの商品の品質や属性を管理し、保証する体

制を整わせなければならない。 
 
（2）差別化機能 
栗木（2002）は、差別化機能ブランドは識別のための印となるとしている。岸（2000b）
によるとブランドの付与は、その対象となる商品を、他から区別されたものとしてアイデ

ンティティファイ（同一であることを確認すること）する役割を果たしていると考えてい

る。 
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 また、嶋口（1986）・田村（1998）によると企業は、価格以外の手段で競争に対応する
ために、どこにでもある通常商品（コモディディ）ではない差別化された商品を、独自の

特性をもつものとして、自社の商品を供給しようとする。差別化は、商品そのものの属性

が特異であることに加えて、その特異性が消費者に認識されることによって成立するとし

ている。 
 さらに栗木（2002）は、ブランドの機能は内発的なものでなく、ブランドが媒介項とし
てその外部にある関係になかに組み込まれることによって生じる効果であると述べている。 
 そしてブランドが効果を果たす保証、差別化という 2つの機能は、名前やマークとして
のブランドそれ自体に内在しているわけではなく、その外部にある関係との連動により、

保証や差別化という機能を生成する。つまり、商品に特徴のある固有の名前やマークをつ

ければ、保証、差別化の機能がついてくるというわけではないと考えている。 
 ブランドは、商品の信頼性や独自性と、それに対する消費者の認識を生成する諸活動と

を縫合することによって、当該の商品の市場における価値を増幅する役割を果たす。 
 ブランドが信頼や識別の印としての機能を実現するためには消費者にとって馴染みがあ

り、かつ目をひく名前やマークであることが望ましい。そのためにはマーケティング・コ

ミュニケーションの諸活動や、商品の大量流通を通じてブランドを特徴づけ、その認知度

を高めたることが必要となる。この可能性を企業が追求することによって、ブランドは消

費者の記憶に深く結びついた名前やマークとなっていくとしている。 
 
（3）想起機能  
栗木（2002）によると消費者は、購買意思決定を行う度に、必要な情報の全てを新たに
収集するのではなく、過去の経験に基づく経験を情報源として活用している。そこで、記

憶の想起に関連して、ブランドは再生・連想の 2つの局面で重要な役割を果たすことにな
る。 
 
１）ブランド再生(純粋想起) 
    Keller（1998）によると、手がかりとして、ある製品カテゴリーが与えられたと

きに、特定のブランドを想起する。真っ先に再生されるブランドは、トップ・オ

ブ・マインドと呼ばれる。 
  
 Keller（1998）によると一般に、ブランドの再生率は高いほうが好まれるとされる。再
生率が高ければ、当ブランドが考慮集合すなわち購買時に消費者の検討対象となるブラン

ドの集合に含まれる確率が高くなるからとされている。 
 とはいえ、ブランドの再生率が高いということは大きなリスクを背負うことも意味し、

ひとたびその商品にトラブルが生じた時に、再生率の高いブランドは、より多く消費者の

脳裏に長い期間その記憶を残すことになる。 
 また、Keller（1998）はブランドが購買意思決定時に再生されるためには、特徴のある
印象に残る名前やマークを付与することも必要であるが、それだけでは不十分であるとし

ている。そのため、広告や販売促進、スポンサーシップ、イベント、店頭での商品陳列、

世間やマスコミの話題に上がるような商品開発や供給、商品への共感や満足度の向上など
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を通じて、消費者が該当のブランドを見たり、聞いたり、考えたり、使ったりする経験の

量と深さを増大し、カテゴリーとブランドの結びつきを強めていくことが大切である。 
 
 ２）ブランド連想 
    ブランド再生とは逆に、手がかりとして特定のブランドが与えられたときに、特

定のカテゴリーや概念や感情が思い浮かぶことである。竹内（2007）によると、ブ
ランド連想とは手がかりとして特定のブランドが与えられたときに思い浮かぶ特定

の製品カテゴリー、マーク、ユーザーイメージ、タレント（有名人）、経営者、価格

イメージ、原産国などのすべての事柄をさす。Keller（2000）は「成功しているブ
ランドは、豊かで凝集力のあるブランド・イメージを有しており、そこから生じる

連想は消費者にとって高い価値がある」と述べている。さらに竹内（2007）はブラ
ンド連想について一次連想と二次連想に分類することができると述べている。ネー

ミング、ロゴタイプ、色、シンボルなどブランド要素が一次連想と呼ばれ、ブラン

ドアイデンティティとなることが多いてしている。二次連想はこれ以外のすべての

反応が含まれており、二次連想で製品カテゴリーが連想される場合、当該ブランド

が製品カテゴリーと強く結びついている証拠であり、最も強い場合には「その製品

カテゴリーの代名詞化している」ということになる。 
         
 ３）連想の価値 
    Aaker（1996）・Keller（1998）によると、ブランドからは様々な事項が連想さ

れ、それは、商品のカテゴリー、品質、属性、用途、使用経験、生産者、生産地、

典型的な使用者のイメージ、親しみや交換などの感情や態度、あるいは人格化され

たイメージである。 
   和田（1997）・和田（1999）・石井（1999）は、具体的な商品の特性から、抽象的

な観念まで、多岐に渡る事項がブランドの連想の対象となると考えている。 
 
（4）ブランド連想による知覚品質の形成 
ブランド連想に関して、知覚品質というものが関わってくる。竹内（2007）によると、
知覚品質とは消費者がどのように感じているかという主観的な品質のことである。ここで

注意しなくてはならないのは、使用場面や使用状況によって消費者が感じる品質は良くも

悪くもなるということである。特にサービスは自己の経験に基づいた他人へのクチコミが

発生しやすくなる。こうしたブランドへの満足や信頼といった感情は、ブランドへのこだ

わりや愛顧を形成することになるとされている。 
ブランドは、社会的に共有化された意味を表す。また、多くの人々に共通の事項を想起

させる固有名であり、信頼の識別の印だけでなく、商品の効能や用途を示す役割を担う。

ブランド連想もブランド再生と同様に、名前やマークに内在する機能というよりは、他の

マーケティング諸活動との連動によって形成される機能である。 
 池尾（1997）・田中（2001）によると商品を特徴付ける名前やマークは、ダイナミック
に展開される一連のマーケティング諸活動の意味を、消費者が記憶する際の手がかりとな

る。しかし、Keller（1998）・片平（1999）・栗木（2000）・岸（2000a）は、ブランドの
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意味は常に名前やマークに内在しているわけではなく、むしろ多くの場合、ブランドの意

味はマーケティング諸活動の産物であると述べている。 
 すなわち、石井（1999）によるとブランドは、企業のマーケティング活動に対する社会
的に共有された記憶のペグとなることで、名前やマークがそもそも字義的、形態的に備え

ていた意味を超えた、独自の概念やエピソードを想起させるようになるのである。 
 
 
3-2-6 ブランドの役割 
 
青木（2001）はブランドの機能として、①識別（標識）機能、②出所表示・品質保証機

能③意味づけ・象徴機能という 3つの機能をあげている。識別（標識）機能とは、当該製
品を他の類似製品から識別（区別）するための手段（標職）としての役割を果たす。そし

てこれらは消費者の購買行動において次のような役割を果たしている。 
 
（1）検索コストの削除 
製品のブランド化（製品に対するブランド名、ロゴ、マーク等のブランド要素の付与）

は消費者が指名購買を行うための前提条件であり、検索の手掛かりとしてブランド（要素）

が利用できないような場合には多くの困難が予想され、時には、検索自体が打ち切られる

ことも考えられる。つまり、ブランドの識別機能は、売り手である企業にとって最も基本

的な機能であると同時に、買い手である消費者にとって最も基本的なものである。 
 
（2）知覚リスクの削減 
 情報検索のプロセスにおいて、ブランドが評判などにより信頼するに足ると判断した場

合、消費者はそれ以上に情報収集しようとせず、その時点で購買を確定すると考えられて

いる。つまり、既存のブランド（あるいは、評判の良いブランド）は消費者側に信頼感を

生み、結果的に不確実性の低減と、情報処理の単純化という効果をもたらす。このことか

ら、ブランドの品質保証機能は、知覚リスクを低減し、当該ブランドに対する消費者のロ

イヤルティを形成するという効果をもたらすことになる。 
 
 
（3）アイデンティティの形成 
 ブランド（正確には、ブランド化された製品、あるいはブランド要素それ自体）が持つ

象徴的な意味は、それを所有ないし使用する者の自己概念（self concept）や自己イメージ
（self image）を他者に向かって表現（ないし提示）する以上での重要な手段となるとさ
れている。また、ブランドを通した自己表現（あるいは自己提示）の結果として、消費者

自身のアイデンティティが形成されていくこともある。 
 
 
（4）カテゴリー知識の形成 
 識別機能としてのブランドは、ある製品を他の類似製品から識別（区別）するための標
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識として消費者に用いられながらも、それは同時に製品の同一性を示す標識としても利用

されている。つまり、消費者はブランドを手掛かりに同一のカテゴリー内での製品間での

差異を把握しながらも、他方でそのブランドを手掛かりにカテゴリーを越えた製品の同一

性を確認したりもしている。この作業が無理なく行われるとき、当該ブランド自体が 1つ
のカテゴリーとして成立されることになる。 
 
 さらに青木（2001）は Berthon（1997）が提示したブランド機能に関する概念図をベー
スにし、修正したものが図表 26である。そして、ブランドは消費者（買い手）と企業（売
り手）の双方に対して様々な役割（機能）を果たしており、両者を結ぶ結節点（絆）とし

ての役割を果たしている。 
 

 
図表 32 買い手と売り手にとってのブランドの機能，青木（2001） 

 
 
3-2-7 ブランドの価値 
 

 
図表 33 ブランドによる絆の形成，畑井（2002） 
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McCracke（1993）によると、ブランド価値とは、ある範囲において、ブランドの持つ意
味であり、それには文化的意味も含まれるとしている。さらに、和田（1997）は、ブラン
ド価値とは明らかに「製品力を超えた」何らかの付加価値とし、石井（1999）はブランド
価値とは無限の循環となる自己言及のプロセスとしている。 
そして、畑井（2002）によると、消費者は、ブランドを通して価値を見出し、それを利
リピート購買するにしたがってブランドと自分自身とをより関係付け、関係性を構築する。

田中（1997）によれば、関係とは、価格が購入や情報接触の過程を経て「絆」に転化した
結果である。 
 
（1）「絆」の階層性 
 消費者とブランドの絆の程度について「馴染み」、「信頼」、「愛着」の 3段階の程度が存
在するとしている。「馴染み（familiarity）」の段階では、単に知っているブランド、もし
くは皆が使っている有名なブランドであるからといった理由で購買される。「信頼

（commitment）」の段階では、ブランドが消費者のライフスタイルやニーズに適合してい
るがゆえに、信頼が生まれ、信頼に繋がる。「愛着（attachment）」の段階は、長期の使用
経験を通じて、もはやそのブランドなしでは生活できないほど、ブランドに思い入れがた

状態である。 
 また、畑井（2002）によると、Cross and Smith（1995）は、企業とステークホルダー
との絆を 5段階に分類し、Duncan and Moriarty（1999）がこの絆の階層を用いて顧客と
ブランドとの絆について説明している。ブランド認知され、アイデンティティとなること

で関係性が生まれ、さらにコミュニティにおいて他の顧客とコミュニケーションを行うこ

とによって絆が深まり、最終的にブランドを他の潜在顧客に推奨するというものである。 
 

 
図表 34 絆の 5段階，畑井（2002） 
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3-2-8 ブランディング 
 
 顧客にとって価値のあるブランドを構築し、管理するための企業と諸活動をブランディ

ングと呼ぶ。 
 
 
3-2-9 ブランド・ロイヤルティ 
 
 竹内（2007）によると、ブランド・ロイヤルティとは、顧客がブランドに対してもつこ
だわりである。ブランド・ロイヤルティが形成されていることによって、仮に競争他社の

ブランドが多少安売りしていても、消費者はいつも使っているブランドを購買する。この

ような消費行動をする消費者を、ブランド・ロイヤルティを持った消費者と呼ぶ。 
 
 
3-2-10 ブランド・エクイティ 
 
（1）ブランド・エクイティの定義 
 元来、エクイティという言葉は、財務・会計の用語であり、資産財からそれを取得する

ために要した負債額を差し引いた「正味資産」あるいは「持分」をさす。この概念をマー

ケティングにおいて体系化し、ブランド・エクイティ研究の先駆者である Aaker（1994）
は、ブランド・エクイティを「あるブランド名やロゴから連想されるプラスの要素とマイ

ナスの要素の総和（差し引いて残る正味の価値）」と定義し、同じような製品であっても、

そのブランド名が付いていることによって生じる価値の差として捉えている。 
 また、ブランド・エクイティの研究者として有名な Keller（2000）は、顧客ベースとい
う視点からブランド・エクイティを定義した。顧客ベースのブランド・エクイティとは、

「あるブランドのマーケティングに対する消費者の反応に、ブランド知識が及ぼす効果の

違い」としている。 
 
 
（2）ブランド・エクイティの構成要素 

Aaker（1994)は、ブランド・エクイティの構成要素として、①ブランド・ロイヤルティ
（brand loyalty）、 ②ブランド認知（brand awareness）、③知覚品質（perceived quality、
品質イメージ）、④ブランド連想（brand association）、⑤特許、商標、チャネル関係など
その他のブランド資産次の 5つの次元があげた。 
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図表 35 ブランド・エクイティの構成次元とその効果，青木（2001） 

 
 

 
図表 36 ブランド・エクイティとブランド・エクイティを構成する 5つの次元，竹内（2007） 
 
 
（3）ブランド・エクイティの効果 
 竹内（2007）は、ブランド・エクイティは企業と顧客の双方にベネフィットをもたらす
と述べている。顧客にとってのベネフィットは、ブランド名が付いていることで出所が明

らかになり、一定の品質が保証され、購入時に感じる不安やリスクが軽減されることもあ

る。顧客は特定のブランドを選択し、そのブランドを使い続けるうちに強いロイヤリティ

を感じるようになる。その結果、企業側にとってのベネフィットが生まれるとしている。 
 
 
3-2-11 ブランド・エクイティとクチコミの関連性 
 
 前田・高木（2006）はブランド・エクイティとクチコミとの関連性について研究してい
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る。まず、前田・高木（2006）はクチコミの受け手としての消費者に着目して検討を行っ
た。両者によれば、これまでのクチコミの効果研究は、提示するクチコミ情報を操作し、

その後のブランド評価やブランド態度を効果指標にするといった実験的なアプローチが中

心であったとしている。その中で、ブランド態度の評判の影響過程について検討した研究

したのは Chaudhuri（2002）であると述べている。Chaudhuri（2002）は、ブランド広
告費、競争ブランド数、ブランドへの親近感、ブランドの差別化が、ブランド・エクイテ

ィの結果であるブランドの売り上げ、マーケット・シェア、相対的価値に及ばす影響に関

して、ブランドの評判はこれらをリンクさせる媒体要因であることを検証している。また、

クチコミの送り手としての消費者に着目した検討に関して、前田・高木（2006）によると、
Sundaram，Mitra，&Webster（1998）は、ポジティブおよびネガティブなクチコミを伝
達する動機について検証した結果、ポジティブなクチコミでは、①愛他性、②製品関与、

③自己高揚、④企業への援助の 4つが存在することを示している。さらに、Dichter（1966）
も、ポジティブなクチコミの動機について、①製品関与、②自己高揚、③他社への関与、

④メッセージに対する関与という 4点をあげている。 
 
 
（1）クチコミの受け手としての消費者に着目した検討 
  前田・高木（2006）は、ブランドの評判がブランド・エクイティに及ばす影響を、前
田（2004）のブランド・エクイティを基にして、構造方程式モデリングにより検討した。
「ブランドの評判」4 項目について主因子法による因子分析を行い、その結果が次の図
表 37である。 

 
図表 37 「ブランドの評判」の因子分析結果，前田・高木（2006） 

 
  
また、ブランドの評判に接触する程度により、共分散分析から検討を行った。その結果が

次の通りである。 
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図表 38 「ブランドの評判」をグループ変数とした多集団同時分析において推定すべきパ

ラメータ，前田・高木（2006） 
 
 
図表 38から、「ブランド・エクイティ」は「クチコミ行動」を規定する要因であり、消

費者は当該ブランドに対して価値を知覚することによって、その価値を他者に伝達するこ

とが示唆された。また、「クチコミ行動」は、ブランドの対他的価値を示す「自己表現」を

高める要因であるというモデルも得られた。 
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図表 39 図表 38における「ブランドの評判」をグループ変数とした多集団同時分析で推 

定されたパラメータの値，前田・高木（2006） 
 

  
（2）クチコミの送り手としての消費者に着目した検討 
 「クチコミ行動」3項目について、主因子法による因子分析を実施した結果、次の 1因
子構造が認められたとされている。 

 
図表 40 「クチコミ行動」の因子分析結果，前田・高木（2006） 
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図表 41 ブランド・エクイティがクチコミに及ばす影響，前田・高木（2006） 
 
 前田・高木（2006）によると、情報の送り手としてのポジティブなクチコミ行動は、そ
の伝えた相手の「ブランド評判」を高める要因であると考えられると述べている。また、

ブランド評判はブランド・エクイティ形成において重要な役割を果たしている。つまり、

クチコミの授受によって、消費者間においてもブランド・エクイティがより強化されてい

くといったポジティブな循環を生じていることが推察されるとしている。これらのことか

ら、消費者間での相互作用を通して、当該ブランドのブランド・エクイティが、消費者内

及び消費者間ともに、変容していくことが示唆されると述べている。 
 
 
3-2-12 ブランド・アイデンティティ 
 
青木（2001）によると、Aaker（1994）は「ブランド・アイデンティティ（brand identity）」
とは、当該ブランドが「どのように認知されているのか」という結果論としてのイメージ

とは異なり、むしろ、戦略立案者に当該ブランドを「どのように知覚されたい（されるべ

き）」と考えるかという、当該ブランドの目標ないし理想像として捉えられており、それを
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明確化し共有することの重要性が強調されている。 
 青木（2001）は今日のマーケティング戦略上の新たな研究の議論の焦点は、ブランドの
「エクイティ」から「アイデンティティ」へと変わってきていくことになると述べている。 
 

 
図表 42 ブランド概念の変還，青木（2001） 

 
 
3-2-13 顧客ベースのブランド・エクイティ 
 
 青木（2001）によると、Keller（1998）によって「顧客ベース・ブランド・エクイティ」
という考え方が提唱されている。この考え方は、消費者の知識構造ベースに、ブランドの

資産的な価値を捉え直そうとするものであり、従来からの（金銭）的ブランド価値評価の

問題を回避すると共に消費者行動研究の分野を架橋し、この研究の知見え積極的に活用し

ようとされている。 
 
（1）顧客ベース・ブランド・エクイティの定義 
 Keller（1998）は顧客ベース・ブランド・エクイティとは、「消費者が有するところの
ブランド知識が、当該ブランドのマーケティング活動への彼/彼女の反応に対して及ばす差
異的な効果」と定義している。定義の中にある①「差異的効果（different effect）」、②「ブ
ランド知識」、③「マーケティング活動に対する消費者の反応」という 3 つの重要な概念
が含まれている。 
 また、顧客ベース・ブランド・エクイティという定義においては、ブランド知識という

概念が中心的な位置をしめており、特にブランド連想の強さ、好ましさ、およびユニーク

さといった諸特性は、消費者の差異的な反応を引き起こす際に重要な役割を果たすものと

捉えられている。 
 
（2）差異的効果 
 消費者がある特定のマーケティング活動に対して示すところと、それと同等の製品・サ

ービスであっても架空ないし無名のブランドが行う同等のマーケティング活動に対して示

す反応を比較することによって規定される概念である。 
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（3）ブランド知識 
 青木（2001）・竹内（2007）によるとブランド知識とは、ブランド及びブランド連想と
いう 2つの次元によって構成され、内容的には、ブランド連想に関連する諸特性とその関
連性によって規定される概念である。 
 
（4）マーケティング活動に対する消費者の反応 
 マーケティング活動に対する消費者の反応とは、マーケティング・ミックスの各要素に

よって生起される消費者の知覚、選好、および行動（例えば、ブランド選択、広告コピー

についての理解、あるいはブランド拡張の評価）といった観点から規定されるものである。 
 
（5）ブランド知識の構造 

 
 

図表 43 ブランド知識の諸次元，青木（2001） 
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図表 44 ブランド知識とその構成要素，竹内（2007） 

 
 図表 43は Keller（1998）が考えるブランド構造を示したものである。Keller（1998）
は、記憶のネットワーク・モデルに依拠する形で、ブランド知識の構成次元を「ブランド

認知（brand awareness）」と「ブランド・イメージ（brand image）」に大別し、その構
造と内容を検討した。そして、Kellerが考えた図表 43を少し修正したものが竹内（2007）
が示した図表 44である。 
 
（1）ブランド認知 
 青木（2001）によると、Keller（1998）の定義によると、ブランド知識の第一構成次元
であるブランド認知とは「様々な状況下において当該ブランドを識別する消費者の能力を

反映したもの」であり、さらに「記憶内における当該ブランドに関するノード（node）や
痕跡（trace）の強度」に基づき、ブランド名等の手掛かりが与えられた場合に、過去にブ
ランドに露出したことを確認できる否かといった能力レベルを指す「ブランド再認（brand 
recognition）」と、ある製品カテゴリーが手掛かりとして与えられた場合に当該ブランド
を検索することができるか否かといった能力レベルを指す「ブランド想起（brand recall）」
とに区別される。 
 
（2）ブランド・イメージ 
 豊田（2005）によると、Keller（1998）は、ブランド知識の第二構成次元であるブラン
ド・イメージとは「あるブランドについての消費者の知覚」であり、「消費者の記憶内に保

持されたブランド連想に反映されたもの」のことを指していると述べている。また、その

ようなブランド連想には、抽象的なレベルに応じて、「属性（attributes）」、「便益（benefits）」、
「態度（attitudes）」といった 3つのタイプが存在し、さらにそれらは「強さ（strength）」、
「好ましさ（favorability）」および「ユニークさ（uniqueness）」といった次元において
それぞれ異なっていると述べている。 
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3-2-14 ブランドの概念 
 
 Keller（1998）は、自社の製品を識別し、他者のそれと差別化するための手段として用
いられる言語的あるいは視覚的な情報コード（名前、ロゴ、シンボル、キャラクター、パ

ッケージ、スローガンなど）を一括して「ブランド要素（brand element）」と総称したう
えで、これらのブランド要素を選択・統合・伝達することによって自社製品を識別・差別

化する行為（=ブランド化）とその結果ブランド化された製品（＝ブランド）と明確に分
離して概念を規定している。 
 つまり、Keller（1998）の考えによると、①製品は、これらのブランド要素によって識
別・差別化されることで選択対象としてのブランド（＝ブランド化された製品）となる。

②製品をブランド化することにあたっては、適切な形でのブランド要素の選択、統合、そ

して伝達が重要であり、そこでは、ブランド要素の記名性や意味性などが十分に吟味され

ねばならない。③それらのブランド要素と支援マーケティング・ミックスとが噛合い、消

費者の頭の中にブランド要素を手掛かりとした知識のまとまり（＝ブランド知識）が形成

される。④そのようにして形成されるブランド知識（特にブランド連想）が、強固で好意

的、かつユニークな構造ないし内容を持つ場合、それを基盤として消費者の行為・行動面

での差異的な効果と、その結果としてのマーケティング上の差異的な効果が得られるとさ

れている。 
 この Keller（1998）の考えを受けて、青木（2001）はブランドに関する概念として、
①製品を選択対象として識別・差別化する行為としての「ブランド化（branding）」、②ブ
ランド化の手段としての情報コードである「ブランド要素」、③マーケティング活動の結果

としてブランド要素を手掛かりとして形成される「ブランド知識」、④（望ましい消費者の

行為・行動を生み出すような構造や内容をもった）ブランド知識の形成活動としての「ブ

ランド構築（brand building）」ないし「ブランド・コミュニケーション（brand 
communication）」といった概念を述べている。それを示したものが図表 45である。 
 

 
 

図表 45 ブランド構築に関連する用語の整理，青木（2001） 
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3-2-15 ブランド・パーソナリティ 
 
 松下（2002）によると、Levy（1953）は消費者が特定のブランドそれ自体を評価の対
象とするのは、使用場面や所有場面において、ブランドの「意味」かた象徴的便益が得ら

れることが一つの理由であると述べている。 
 個々のブランドが有する意味を「ブランド・パーソナリティ（Brand Personality：BP）」
すなわち、ブランドに関する人的な特性の集合と呼ぶなら、特定のブランド・パーソナリ

ティを有するブランドを使用することによって、使用状況に存在する他者が形成する、自

分自身の印象を操作しようと試みる消費者が、ブランドに象徴的便益を感じるとしている。

ただし、象徴的便益に基づく購買行動が注目に値するといっても、すべての消費者が、ブ

ランド・パーソナリティを評価することだけによって、購買する対象を決定しているわけ

ではないことも考えなければならない。このように考えると、自社製品の購買の現実を目

指す企業にとっては、ブランド・パーソナリティからもたらされる象徴的便益に加え、製

品属性からの便益も消費者に提供し、製品全体に対するより好ましい態度が大切となって

くる。しかし、この視点に依拠することができるのは「ブランド・パーソナリティの評価

が、属性の情報処理に対して影響を与えない」ということが前提で成り立つときである。 
 
（1）ブランド・パーソナリティの基本的視点 
 松下（2002）は、ブランド・パーソナリティの基本的視点は、消費者が有する「自己概
念（self concept）」によって、対象への評価、購買意図、あるいは購買行動を説明するこ
とにあるとしている。この視点は Grubb and Grathwohl（1967）の「消費者は、自己概
念を維持し、強化する方向で行動する」という仮定のもと、消費者が有する自己概念と、

同じような知覚内容（具体的には、製品イメージ、ブランド・イメージ）を持つ対象に対

して、ポジティブな評価、購買意図などを形成するものと考えている。つまり、消費者の

自己概念と、消費者による対象の知覚内容との間の適合性の程度によって、象徴的便益に

基づく購買行動における一段階（例えば、評価、購買意図など）を説明されている。 
 Aaker（1999）によると、ブランド・パーソナリティの評価も、このような適合性に基
づく基本モデルによって説明できるとしている。それを表したものが図表 46である。 

 
図表 46 ブランド・パーソナリティ評価の基本モデル，松下（2002） 
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3-2-16 ブランド・コミュニティ 
 
宮澤（2007）によると、ブランド・コミュニティとはある特定のブランドを囲む消費者

集団である。ブランド・コミュニティはメンバーの意識や行動にダイレクトに影響を与え

たり、メンバーを介してブランドの情報を広めたり、新商品の評価を行ったり、メンバー

が協力を依頼するなど様々な優位性が示唆されており、さらにインターネットの普及によ

り、企業のブランド・コミュニティへの関心は急速に高まってきている。 
 
 
3-2-17 エモーショナルブランディング 
  
 Mark（2002）によると、エモーショナルブランディングとは、気持ちに深く訴えると
いう方法で、商品と消費者を結び付ける。そもそも人間の性質には、物理的な「モノ」に

よって得られる満足感以上に感情的な面で満たされたいという欲求がある。このブランド

戦略は、人間の最も抵抗しがたい側面に焦点を当てているものであり、人間の欲求の根底

にある強い願望衝動を刺激することで、商品と消費者を感情的に結びつけることがブラン

ドの役割としている。 
 
（1）エモーショナルブランディングの十戒  
 エモーショナルブランディングの十戒として 10 個のことがらがあげられる。①対象を
消費者から人々へ、②商品から体験へ、③正直から信頼へ、④品質から客のひいきへ、⑤

知名度からあこがれへ、⑥アイデンティティからパーソナリティへ、⑦機能から感覚へ、

⑧「どこにでもある」状態からプレゼントへ、⑨コミュニケーションから対話へ、⑩サー

ビスからリレーションシップへ 、となっている。 
 
（2）エモーショナルブランディングを構成する 4つの柱 
 エモーショナルブランディングを構成する 4 つの柱は、「リレーションシップ」、「五感
に訴える体験」、「イマジネーション」、「ビジョン」とされている。 
 
  1）リレーションシップ 
   リレーションシップとは、深く顧客の気持ちに触れ、顧客の本当の姿を尊敬し、顧

客が欲するエモーショナルな体験を提供することである。 
 
  2）五感に訴える体験 
   五感に訴える体験は、複数の感覚的なブランド体験を提供できれば信じられないほ

ど効果的なブランディング手段になる。そうした体験を提供することは、ブランドを

忘れられないエモーショナルな接触を達成する鍵となり、ブランドプレゼンスを確立

し、ロイヤルティを生み出すことにも繋がるとしている。 
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3）イマジネーション 
 イマジネーションは、ブランドデザインの製作過程において、エモーショナルブラ

ンディングのためのプロセスを実行するには必要不可欠であるとされている。 
 
4）ビジョン 
 ビジョンとは、ブランドを長期的に成功させる究極の要素である。 

 
（3）視覚に基づくブランディング 
 色は特定のものを連想させ、特定のイメージや感情や喚起する。エモーショナルブラン

ディング戦略は、ブランドに色が及ばす効果を考慮する必要がある。その際には、美しさ

や連続性、鮮やかさ以上の要素がブランド体験の構成要素として必要であることを覚えて

おかなければならない。色によるブランディングはかわいいとか美しいということを指す

のではなく、色を利用することによって、非常に重要な情報を消費者に明確に伝えること

ができる。適切に選択された色は、ブランドロゴ製品、ショーウィンドウのディスプレイ

などに明確な形を与え、人々にブランドが象徴するものをより正確に理解させ、ブランド

を良い感情を伴って思い出させる効果がある。 
 
（4）触感に基づくブランディング 
 手に触れることは所有する手段であり、店舗はこの「触れたい」という欲求を即座に満

たすことで、顧客と商品との間に本当の意味でワクワクするような感情的繋がりを作り出

すことができる。また、自分の足で店舗にいくということも触感であり、リアルな体験が

できることにより楽しみなどの感情を味わうことができる。 
 
（5）嗅覚（香り）に基づくブランディング 
 香りはどの五感よりも効果的に感情をかき立てる可能性をもっている。これは、脳の嗅

覚に関する部分と感情に関する記憶が処理される部分とが、他の五感に比べて蜜に繋がっ

ていることが原因と考えられている。 
 香水、コーヒー、クッキーなどの良い香りをかいだ顧客は、気分が良くなるばかりでは

なく、友好的になり、他人を思いやる傾向が強くなるとされている。 
 
（6）ロゴマーク 
 Mark（2002）によると、ブランドロゴはかつては煙突などの高い建物の上に掲げられ
たため、見栄えの良いものが求められていたが、今日では、消費者主導の流れに合わせて、

五感に訴える柔軟な表現と変化していると述べられている。企業が考える自社のイメージ

だけでなく、人々にどのように見てほしいのかという企業像を明確にし、お互いに影響し

合えるようなコミュニケーション性を取り入れられている傾向が見られる。 
 
（7）ブランドプレゼンス 
 Mark（2002）によると、ブランドプレゼンスとは、様々な体験の場においてビジュア
ル的に、かつ感情に訴える刺激を適切に使ってブランドと国内外の消費者を結ぶ付け、ブ
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ランドのアイデンティティを創造し、強化する技術であると述べている。プレゼンスとは、

単に広く行き渡らせることとは異なり、イメージをマネジメントするプロセスである。そ

れはひたすら人々の目に付くように宣伝するというシステムを超えたものであり、全体的

なブランド・アイデンティティを損なうということもなく、明確なターゲットに対して個

別のコミュニケーションを提供することに専念するプロセスである。  
 エモーショナルなブランドプレゼンスにおいては大切なのは量ではなく質である。 
 
 
3-2-18 企業のブランディングの事例 
 
 ハーゲンダッツ・ジャパン株式会社（以下、HDJと省略）は 1984年 8月に、米国のピ
ルベリー社と日本のサントリー、高梨乳業の 3 社が出資して設立された合弁会社である。
「ハーゲンダッツ」という日本のフローズン・デザート市場に「スーパープレミアム・ア

イスクリーム」というカテゴリーを創造することを目的として、米国から導入したブラン

ドである。HDJは、「Dedicated to Perfection」（＝完璧を目指す）というブランドの理念
に基づき、「徹底とした品質へのこだわり」と「独自のブランド・ワールドの創出」を二本

柱として日本市場へのブランドの導入と育成に取り組んだ。当初、日本市場への参入に当

たり、HDJは、直営店である「ハーゲンダッツ・ショップ」に販売チャネルを限定する戦
略を取り、直営店の利用経験者を起点としたクチコミやマスコミ報道を積極的に利用する

形で、比較的短期間の内に、ブランドのプレミアム価値を形成することに成功している。 
 HDJのブランド・コミュニケーションの戦略として①マス広告によるブランド構築、②
TV 広告による情緒的価値の訴求、③雑誌広告による機能的価値の訴求などを行ってきた
とされている。 

 
図表 47 ハーゲンダッツのブランド戦略，柴田・青木（2000） 
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3-3 コミュニケーション研究 
 
3-3-1 パーソナル・インフルエンス（個人的影響） 
 
 マス・コミュニケーションの受け手は現在の生活の中で多種多様な対人関係を形成して

おり、そこで個人対個人のコミュニケーション（パーソナル・コミュニケーション）が活

発に行われている。したがって、マス・コミュニケーションを通じて送られてくる情報や

影響は、そうした個人間（inter-personal）のネットワークを通じて一般の人々に間接的
に伝わっていくことがしばしば見られる。 
 
 
 
3-3-2 コミュニケーションの二段階の流れ 
 
（1）パーソナル・インフルエンス 

F.Lazarsfeld（1948）は、意思決定や態度変容に関して、マス・メディアよりも対人接
触による影響のほうが大きいことを示した。そしてかかる対人的影響力をもつオピニオ

ン・リーダーが各地域、各層の集団に必ず存在し、マス・メディアから流れる情報はいっ

たんオピニオン・リーダーに受け継がれて周辺の人に伝達されるという「二段階の流れ

（Two-step Flow）」仮説が提起された。 
 
F.Lazarsfeldと Katz（1955）に『パーソナル・インフルエンス』（Personal Influence）

を著し、次のような仮説をたてた。 
 
 ①人々の意思決定にとって、マス・コミュニケーションよりもパーソナルな影響のほう

が強いインパクトをもっていること。 
 ②パーソナルな影響を行使する「オピニオン・リーダー」（opinion leader）は社会の各
階層に平均的に分布していること。 
③オピニオン・はリーダー他の人々に比べて、マス・メディアに多く接触していること。 

 
マス・メディア→オピニオン・リーダー→フォロアー（follower） 

 
Katz（1955）は F.Lazarsfeld の研究の後に、オピニオン・リーダーは領域によって異
なり、例えば政治、映画、日常の買物行動といったそれぞれの領域ごとに存在し、オピニ

オン・リーダーの特性も異なることを明らかにした。また、流行に関するオピニオン・リ

ーダーには、大世帯の主婦で社交性の高い女性が多いことが明らかになった。さらにこう

したオピニオン・リーダーは、そうでない人たちよりも新聞や雑誌などのマス・メディア

情報によく接触しており、そこから得た情報を周辺の人たちに伝えるという傾向があると

見出し、「二段階の流れ」が実証した。 
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（2）普及過程の研究 
 Rogers（1962）は、「コミュニケーションの二段階の流れ」仮説に批判的検討を加えて、
「技術革新の普及過程」を Rogers（1962）によると、「パーソナル・インフルエンス」に
は 3つの問題点があると指摘した。 
 
 ①意思決定の最終段階での影響力の比較にとどまっている。 
 ②個人的次元の問題に限定している。社会的過程は扱われないこと。 
 ③情報の流れと影響の流れの区別が不明確であること。 
 
このように問題点をあげ、彼は新しいアイディアの普及過程を、個人が認知してそれを

採用するまでの意思決定過程である「採用過程」と、イノベーションが広がっていく社会

過程である「伝播過程」から説明しようと試みたのである。まず、「採用過程」は 5 つの
段階をもつものと想定し、各段階において 
マス・コミュニケーションやパーソナル・コミュニケーションがどのように働きかけてい

るかを明らかにした。 
 
  
（3）採用過程 
① 認知段階（awareness stage）：個人はイノベーションに接触するが、それについて           
の完全な情報を獲得するまで至っていない。 

② 関心段階（interest stage）：新しいアイディアに関心を持つようになり、アイディ
アについてのもっと詳細な情報を求めようとする。 

③ 評価段階（evaluation stage）：現在および近い未来の状況に、イノベーションを頭
の中で適用してみる。そして、次にそれを試してみるかどうか決める。一種の「心

的試行」が生ずる。 
④ 試行段階（trial stage）：イノベーションの効用を決定するために、小規模でそれを
試してみる。いわば、妥協性の検定あるいは予行演習である。 

⑤ 採用段階（adoption stage）：個人はイノベーションの完全な使用の継続を決める。 
 
 黒川（1997）によると、Rogers（1962）はイノベーションはこのような過程を踏み、
そして「インパーソナルな情報源は①の認知段階で最も重要であり、パーソナルな情報源

では③の評価段階で最も重要である。」と述べている。また、広域志向的な情報源は①の認

知段階で、地域志向的な情報源は③の評価段階において最も重要とした。 
 
 
（4）伝播過程 
 また、Rogers（1962）よると、「伝播過程」はイノベーションの採用時期によって分類
される 5つの「採用者カテゴリー」によって構成される社会で、採用時期の早いものから
遅いものへとイノベーションが普及していく過程と考えられていた。 
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●採用者カテゴリー 
     ①革新者（Innovators）：投機性を持ち、社会の中でしばしば逸脱者とし扱わ

れる。 
     ②初期採用者（early adopters）：イノベーションの採用に勇敢であると同時に

所属する集団の規範に忠実であり、最高度の

オピニオン・リーダーシップを発揮して、仲

間から尊敬される。 
     ③前期追随者（early majority）：イノベーションの採用に至るまでは慎重であ

るが、採用期間は革新者や前期追随者に比べ

て相対的に長い。 
     ④後期追随者（late majority）：イノベーションには思慮深い態度で接近し、大

半の人が採用するまで採用しない。懐疑者。 
     ⑤遅滞者（laggards）：伝統的価値意識を持ち、決定は過去の世代の慣例に従い

遅滞者がイノベーションを採用するには革新者は既に次

のイノベーションの採用に移っている場合がある。革新

者と同じく逸脱者として扱われる。 
 
   

●採用過程の特徴 
     ①認知時期：初期のカテゴリーに属する者ほどイノベーションの認知が早い。 
     ②認知～試行期間：初期のカテゴリーほど短い。初期のカテゴリーに属するも

のは、試行にも積極的である。 
     ③試行～採用期間：初期の採用者ほど長い。後期の採用者は短い。 
     ④試行規模：初期の採用者ほど危険負担を考えて小規模である。後期の採用者

は大規模である。 
 
    
●情報の特徴 
   ①インパーソナルな情報源：初期の採用者には、マス・メディア、専門誌、業

界紙、パンフレットなどがどの段階でも重要な情

報源である。 
   ②広域志向的情報源：初期の採用者には広域志向的情報源が、後期の採用者に

は地域志向的情報源がより強い影響を持つ。 
   ③情報源への接触度：初期の採用者ほど接触度が高い。 
   ④情報の種類：初期の採用者ほど多い。 
 
  
●カテゴリー間の関係 
   ①個人的影響：後期の採用者ほど個人的影響を多く受ける。 
   ②影響関係：直前のカテゴリーの者からの影響が多い。 
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   ③オピニオン・リーダー：集団全体のオピニオン・リーダーは「革新者」では

なく、「初期採用者」である。 
   ④オピニオン・リーダーの重要性：近代社会では単型的オピニオン・リーダー

が、伝統社会では多型的オピニオン・リー

ダーが一般的である。 
 
●情報と影響の流れ 
  情報はマス・メディアから直接的に流れ、影響はパーソナル・コミュニケーショ

ンを媒介してながれるとされている。 
 

                  

図表 48 コミュニケーションの流れ，田崎・児島（1995） 
 
 
3-3-3 受け手の研究 
 

Festinger（1965）は、人々は自己のさまざまな認知要素間に矛盾（不協和）があると
心理的に不快になるので、常に認知要素間に矛盾が生じないように動機づけられるという

ものを「認知的不協和の理論」とした。情報接触行動に関していえば、人々は自己の既成

の見解や関心に合う題材を選んで接触し、合わない題材は避ける傾向をもっている。つま

り、接触、近く、記憶、行動という各レベルでみると、いずれも受け手側の諸条件によっ

て選択的に情報が受容されていくものである。 
Klapper（1967）は、マス・コミュニケーションの効果に関する諸研究から、マス・コ

ミュニケーションの効果を規定する媒介要因がきわめて多いことを指摘した。例えば、受

け手の先有傾向（predisposition）、パーソナリティ特性、受け手の集団志向や集団所属に
価値を与える度合い、オピニオン・リーダーの影響、メディア接触中・接触後の状況がも

っている社会的側面、受け手の社会的階級と欲求不満の度合いなど多くの要因をあげてい

る。 
 受け手が特定の媒体に接触するか否か、媒体によって伝達された情報をどの程度受容し、

どの程度の態度変容や行動変化を引き起こすかは、むしろ受け手個人の諸条件や受け手を

とりまく社会的諸側面との関わり方によって決まるものと考えている。 
 人々は自己の先有傾向にしたがって媒体に選択的に接触し、選択的に知覚し、認知し、

記憶し、意思決定を行っていているので、人口統計学属性が同一であっても、先有傾向や

所属している集団が異なると媒体の接触状況はことなる。つまり、媒体が受け手を選択す

るのではなく、受け手が媒体を選択していると考えられる。 
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3-3-4 AIDMA 
 人に商品に気付き、購入に至るまでの一連の心の動きを説明する法則であり、米国の経

済学者ローランド・ポールにより、消費者行動における仮説として提唱された。 
 
（1） AIDMAの法則 
 消費者は広告や宣伝に興味を引かれる、その商品に興味を持つ、興味を持った商品がほ

しくなる、商品のことを記憶する、商品を探して購入する、という一連のプロセスがある。 
 ①注意（Attention）、②興味（Interest）、③欲求（Desire）、④記憶連想（Memory）、
⑤行動（Action）である。 
 
 
3-3-5 AISAS 
 インターネット等の情報技術の進展に背景に、AIDMA に代わる新しい消費モデルとし
て、電通グループが提唱している。 
 2004年 8月に出願され、2005年 6月に商標登録済となっている。インターネット通販
の分野を中心に、日本で利用されつつある消費行動モデルである。 
 
（1）AISASの法則 
 ①注意を引かれる（Attention）、②商品に興味を持つ（Interest）、③商品の情報を探す
（Search）、④商品を購入する（Action）、⑤情報を共有する（Share）の 5 つが AISAS
のステップである。 

AIDMA と違うのはステップ 3 とステップ 5。個人と周囲の人々との情報共有があるこ
とがあることを重視し、循環的な商品情報の広がりを考慮したモデルである。 
 商品やサービスに興味を持った消費者は、インターネット等ですぐに情報を集めはじめ

る。商品の情報や購入経験者の評判やクチコミなど、様々な情報を集める（Search）を行
ない、自分から情報を集め回り、それから購買行動を起こす。 
 そして、商品やサービスを購入した結果、満足すれば「良いクチコミ」、不満であれば「悪

いクチコミ」がインターネット等を通して、第 3者へ共有（Share）を行ない、第 3者の
注意に繋がる。これらによってクチコミ情報が拡大していく。つまり、AISASはクチコミ
と大きく関係している。 
 
 
3-3-6 利用と満足研究 
 
（1）「利用と満足研究」の特徴 
 田崎・田嶋（1992）によると、「利用と満足」研究は一般に 1940年代に誕生したといわ
れている。黒田（1997）によると、「利用と満足研究」は、マス・メディアやそこから送
り出されてくる内容を受け手が自分の生活の中で「どのように利用し、また利用すること

でどんな心理的満足感を得ているのか」を明らかにしようというものであると述べている。

そして、受け手がマス・コミュニケーションをどのように利用しているのかという視点か
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ら、マス・コミュニケーションのもつ機能・役割を明らかにしようとしているところに特

徴があるといえると述べている。 
 
 
（2）「利用と満足研究」の復活 
 1960年代から 1970年代にかけて「マス・コミュニケーションの利用と満足研究」は再
び注目されるようになったとされている。黒川（1997）によると、新しい「利用と満足研
究」は、マス・メディアからの内容の受け止め方は多様であって、同じ内容に接していて

も受け手の反応は様々で、時には送り手側が予想もしていなかったような利用の仕方をし

ていたり、満足感を味わったりしていることが知見されたと述べている。つまり、マス・

コミュニケーションの受け手は、自分が持つ欲求を満たすために、マス・コミュニケーシ

ョンに接しているのであるから、マス・コミュニケーションの効果や影響は、受け手の受

け取り方に大きく左右されるということになる。 
 Katz（1974）は、メディアの利用と満足研究の基盤となる理論を、「社会的、心理的原
因から発している欲求があり、その欲求が期待をかけるのは、メディアもしくはほかの情

報源であり、そこから違ったパターンのメディア接触（もしくはほかの行動への従事）が

生じ、結果として欲求を充足させたり、意図もしなかったような結果を生み出す。」と述べ

ている。それを整理したものが図表である。そして、この基本的要素に加えて、満足研究

のモデルは、欲求充足の動機や、欲求のための機能的代替を含むことが多いとされている。 
 

 
 

図表 49 利用と満足研究モデルの諸要素，山中・黒田（1986） 
 
（3）Rosengren（1974）のモデル 
  山中・黒田（1986）によると、それぞれ特定の領域のなかで作られた単一のモデ  
ルのうち、最もよく引用されるのが Rosengren（1974）のモデルとしている。これは、
このアプローチに関連のある、多くの要素と関係に目配りしており、互いに関連して

いる 11の要素を表したものである。 
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図表 50 Rosengren（1974）の利用と満足に関するパラダイム，山中・黒田（1986） 
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4章 仮説の提示 
 
4-1 理論仮説 
 
・ ブランドは、人々のストレスや孤独、日々の不満といったマイナスの心理的な要素

をプラスの要素に満たす要因になっているのではないか。 
・ 企業は自社独自のブランドを構築することによって、販売促進を促しているのでは

ないか。 
 
 
4-2 作業仮説 

 
① ブランドに敏感な人ほど情報収集を多く行っているのではないか。 
② ブランドに強く惹かれる人ほど、実際にそのお店に足を運んだり、商品を買ったり

するなど、行動に移るのが早いのではないだろうか。 
③ ブランドを強く意識している人ほど、自分の価値を高めようとする傾向があるので

はないか。 
④ ブランドに依存することによって、自分の存在というものを確認し、示そうとして

いるのではないか。 
⑤ ブランドと流行は大きく関係しているのではないか。 
⑥ ブランドのグッズ（商品）を持つことによって、人より優位になった気分になった

り、人と同じであるという安心感を得たりしているのではないか。 
⑦ ブランドは企業と人々の繋がりを持たす役割をしているのではないか。 
⑧ ブランドを通して、人々のコミュニケーションを促進する役割をしているのではな

いか。 
⑨人々は１つのブランドに対し、こだわりが大きくなる傾向があるのではないか。 

 
 
作業仮説①に関しては、問３と問７で質問し、人々がどのような手段で情報収集活動を

行っているかを見てみる。それと関連付けて問１で実際に行動に移しているかを明らかに

することによって、作業仮説②が支持されているのかを確かめる。問１０でその人が何に

関心をもって日々を生活しているのかを確かめている。ここでは作業仮説③と結び付けて

考えたい。そしてそれと関連して、問５でブランドについて人々はどんなイメージを持っ

ているのかを検証し、作業仮説⑥と結び付ける。また、問５と問６を関連付けて、ブラン

ドが人々に及ぼす影響を見て、作業仮説④と作業仮説⑥を検証したい。作業仮説⑦に関し

ては、問４でその企業に対してのイメージをどのように捉えているかを聞き、企業と人々

のつながりについて考えたい。これに関連して、問８でその企業の印象に残っていること

（商品やグッズ）を聞き、作業仮説⑦と関連付けていく。さらに、問２と作業仮説⑧を結

びつけて考えていきたい。作業仮説⑨に関しては問９と結びつけて考えていく。そして 
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全体を通し、作業仮説⑤も検証したい。これらの実証により、最終的には２つの理論仮説

が支持されたかどうかを検証していく。 
 
 
4-3 まとめ 
  
アンケート調査の結果と作業仮説と理論仮説の実証により、次のような結果が予想され

る。 
・ 流行に敏感な人ほど情報収集活動に積極的でメディアに多く接している。そして実

際に自発的に行動し、自分の目で確かめるという傾向が現れる。 
・ 人々はブランドというものに対し特別な感情を持っている。そこに隠されているの

は普段抱えている悩みとか憧れといった心理的な要素であり、自分を形成するうえ

で１つの重要な存在になっている。 
企業はブランド化し人々に認知してもらうことによって販売を促進している。その中で企

業の戦略と人々の心理という要素が結びつき信頼関係を生まれるという結果を生み出す。 
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5章 研究方法の説明 
 
5-1 研究方法 
 この研究ではアンケート調査を中心に行う予定である。また、スターバックスコーヒー

ジャパンの本社にブランド戦略についてヒアリングができたら行う予定である。 
 

5-1-1 研究対象者 
 
スターバックス銀座マロニエ通り店と渋谷 TSUTAYA店を訪れた来店者を対象とする。   

銀座マロニエ通り店が大きい店舗であり、定期的にコンサートが行われたりしているので、

スターバックスファンは銀座マロニエ通り店に訪れると考えられる。また、集客数で 1番
の渋谷 TSUTAYA 店を対象に考えたい。２店舗を対象にしてアンケート調査を行う。 

 
5-1-2 標本の抽出方法 
 
有為抽出法で行う予定である。来客を選んで調査するのはなかなか難しいし、常連の数

で行った場合その数がある程度限られてしまうし、常連のお客だけを抽出してアンケート

するのは難しいと思う。そのため、今の段階では、全ての来客を対象とする。 
 

5-1-3 調査実施方法 
 
配票調査法で行う予定である。店舗に行ってアンケートを配票するため、この方法がベ

ストであると考えた。しかし、ここで注意しなくてはならないのは、来客がただ商品を買

いに来ただけなのか、それとも、お店である一定の時間を過ごすのかによって配票が変わ

ってくることを念頭に置いとかなくてはならない。そして、お店でくつろいでいるお客に

アンケート調査をしてもらった場合、その人の時間の一部をアンケートに割いてもらうた

め、もしかしたら断られることが多いかもしれない（これらは実際に店舗で働く視点から）。

そのように考えると、来客にアンケート調査を配って、後に郵送してもらう郵送調査法も

考えたが、回収率がやや低いというデメリットを含んでいるため、今のところは配票調査

法で進めたいと考えている。 
 

 
5-2 調査票の調査項目 
アンケート調査を行う予定である。 
 
問１ あなたはどのくらいの頻度でスターバックスに訪れますか。以下の項目の中から最

もあてはまるもの１つに○をつけて下さい。 
  １．毎日        ２．週３回以上       ３．週１回 
  ４．月２～３回     ５．月１回         ６．半年に１回 
  ７．１年に１回     ８．その他（      ） 
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問２ あなたがスターバックスに来る動機はなんですか。以下の項目の中からあてはまる

ものすべてに○をつけて下さい。 
１．スターバックスというブランドが好きだから 
２．スターバックスの飲み物や食べ物が好きだから 
３．スターバックスのコーヒー豆が好きだから 
４．スターバックスのグッズが好きだから 
５．店員の接客態度が良いから 
６．長い時間くつろげるから 
７．スターバックスに来ると癒されるから 
８．スターバックスの空間（お店の雰囲気や流れている音楽）が好きだから 
９．人に薦められたから 

  10．時間潰しになるから 
  11．カフェという響きがカッコイイから 
  12．ストレス解消になるから 

13．1人でも入りやすいから 
14．家や職場（学校）から近いから 
15．スターバックスに行くのが習慣になっているから 
16．話題を提供してくれるから 
17．その他（                            ） 
 

問３ あなたが社会で起こっている出来事や流行などの情報を得たいと思ったときに、ど

のような手段で情報を入手しますか。以下の項目の中からあてはまるものすべてに

○をつけて下さい。 
  １．テレビ        ２．新聞         ３．雑誌 
  ４．パソコン       ５．携帯電話       ６．書籍 
  ７．口コミ        ８．その他（           ） 
 
 
問４ あなたがスターバックスに対してどんなイメージをお持ちですか。また、どのよう

に思っていますか。以下の a)～n)の文章を読んで、「１．そう思う」から「４．そ
う思わない」のうち、それぞれあてはまるもの１つに○をつけて下さい。 

 
 
 

 

４
そ
う
思
わ
な
い 

 

３
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

 

２
や
や
そ
う
思
う 

 

１
そ
う
思
う 
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a)道を歩いているとよくスターバックスを見かける  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 
b)スターバックスの看板が目に入ると、お店に入りたくなる。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 
c)スターバックスの飲み物や食べ物は値段が高い。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

d)スターバックスのグッツがほしい。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

e)スターバックスと言えばタンブラーである。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

f)スターバックスと言えばコーヒーである。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

g)スターバックスに来るといつも同じものを注文したくなる。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

h)スターバックスは自分の日常にとって欠かせない存在である。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

i)スターバックスが家や職場（学校）の近くにもっとたくさんあれば
いいと思う。 

 

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

j)スターバックスの店員の接客態度は他のお店に比べ良い。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

k)ただなんとなくスターバックスに行きたいと思う時がある。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

l)スターバックスでは飲み物にカスタマイズができるので好きであ
る。 

 

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

m)スターバックスのメニューは斬新である。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

n)スターバックスは企業として信頼が持てる。  

４ 
 

３ 
 

２ 
 

１ 

 
 
問５ あなたは『ブランド』という言葉に対して、どのようなイメージを持っていますか。

お書き下さい。複数でも可。 
 
 

 
 
問６ 問５に関しての質問です。一般的に知られている企業のブランド商品やグッツなど

をあなた自身が持った時、あなたはどんな気持ちになりますか。以下の項目の中か

ら最もあてはまるもの１つに○をつけて下さい。 
１．他人よりも優位な立場になった気がする。 
２．自分自身を表現できる。 
３．もっとその商品やグッツがほしくなる。 
４．他人にその企業（の商品やグッツ）の良さをアピールしたくなる。 
５．その企業（の商品やグッツ）に関連した情報や企業を知りたくなる。 
６．その他（                              ） 
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問７ あなたはスターバックスの情報を知りたいと思ったとき、どのような手段で情報を

知りますか。以下の項目の中からあてはまるものすべてに○をつけて下さい。 
 １．ポスター         ２．書籍           ３．ｍixi 
 ３．携帯電話の公式サイト   ４．パソコンの公式ホームページ 
 ５．公式ホームや公式サイトから送られてくる配信メール 
 ６．店員           ７．知人・友人からの口コミ 
 ８．家族           ９．その他（             ） 
 
 
問８ スターバックスという言葉を聞いて、あなたが思い浮かぶ飲み物は何ですか。自分

の中で最もそう思う飲み物を１つお書き下さい。また、その理由もお書き下さい。 
 

 
 
問９ スターバックス以外であなたがよく行くカフェはありますか。以下の項目の中であ

てはまるものすべてに○をつけて下さい。 
 １．ドトールコーヒー     ２．タリーズコーヒー    ３．サンマルクカフェ 
４．ベローチェ        ５．エクセルシオール    ６．ベックスコーヒー 
７．ニューヨーカーズカフェ  ８．その他（                  ） 
 
 
問１０ あなたが今関心を持っていることは何ですか。以下の項目の中から最もあてはま

るもの 1つに○をつけて下さい。 
 １．政治   ２．経済    ３．法律    ４．スポーツ   ５．教育 
 ６．芸能   ７・国際    ８．その他（        ） 
 
 
【フェイスシート】ここからはあなた自身についておうかがいします。 
●F１ あなたの性別はどちらですか。     １．男    ２．女 
●F２ あなたの年齢はおいくつですか。正確な数字を記入してください。 
     （        ）歳 
●F３ あなたの職業は何ですか。あてはまるもの１つに○をつけて下さい。 

 １．会社員         ２．公務員        ３．自営業 
 ４．パート・アルバイト   ５．主婦・主夫      ６．無職 
 ７．学生 （     ）年 ８．その他（       ） 

●F４ あなたの同居されている家族も人数は自分を含めて何人ですか。 
    （        ）人 

※ アンケートは以上です。最後までご回答いただき、ありがとうございました。 
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6章 スケジュール 
 
 福田ゼミに入室し、先行研究発表、オープンキャンパス、フォーラム、就職活動、卒業

論文など、様々な活動や行事がある。ゼミで過ごす 2年間をどのように過ごすかは、まだ
大まかなことしか検討がつかないが、スケジュールとしてまとめる。 
 

2008年 4月 SPSSの練習。先行研究集めに図書館に通う。 
      5月 9日に第 1回提出。16日の 1番目に先行研究発表。 
      6月 フォーラム（オープンキャンパス）に向けてのテーマ決めと話し

合い。就職活動に向けて情報を集め始める。 
      7月 前期末テスト。オープンキャンパス。フォーラム準備。（合宿？） 
      8月  フォーラム準備、実査。 
      9月 フォーラム準備。（余裕があれば、就職活動対策を始める。） 
      10月 フォーラム準備。 
      11月 法桜祭（フォーラム発表）！！終わったら就職活動モードに切り

替える！！7期生入室試験（？） 
12月 就職活動。 

2009年 1月 就職活動。学年末試験。 
       2月 就職活動。（合宿？） 

3月 就職活動。先輩卒業（5期生） 
4月 そろそろ就職活動はいい段階まできてほしい。 

       5月 内定。自分で納得いけば、就職活動終了。 
       6月 卒業論文に向けて動き始める。先行研究集め。 

7月 同じ。 
8月 同じ。 
9月 同じ。 
10月 同じ。 
11月 同じ。 
12月 卒業論文提出！！ 
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